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令和３年第１回訓子府町議会定例会会議録 

 

 

○議事日程(第２日目) 

令和３年 ３月１０日（水曜日）       午前９時３０分開議 

 

第１６ 議案第１４号 特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の

一部を改正する条例の制定について 

第１７ 議案第１５号 第１種会計年度任用職員の給与に関する条例及び第２種会計年度

任用職員の報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例の一部を改

正する条例の制定について 

第１８ 議案第１６号 訓子府町手数料徴収条例の一部を改正する条例の制定について 

第１９ 議案第１７号 訓子府町介護保険条例の一部を改正する条例の制定について 

第２０ 議案第２０号 訓子府町防災会議条例の一部を改正する条例の制定について 

第２１ 議案第 ７号 令和３年度訓子府町一般会計予算について 

第２２ 議案第 ８号 令和３年度訓子府町国民健康保険特別会計予算について 

第２３ 議案第 ９号 令和３年度訓子府町後期高齢者医療特別会計予算について 

第２４ 議案第１０号 令和３年度訓子府町介護保険特別会計予算について 

第２５ 議案第１１号 令和３年度訓子府町下水道事業特別会計予算について 

第２６ 議案第１２号 令和３年度訓子府町水道事業会計予算について 

第２７ 議案第１３号 訓子府町議会議員及び訓子府町長の選挙における選挙運動の公費 

負担に関する条例の制定について 

第２８ 議案第１８号 訓子府町火入れに関する条例の一部を改正する条例の制定につい 

           て 

第２９ 議案第１９号 訓子府町道路の構造の技術的基準等に関する条例の一部を改正す 

           る条例の制定について 

第３１ 報告第 １号 定期監査結果報告について 

第３２ 報告第 ２号 出納検査結果報告について 

第３３ 報告第 ３号 所管事務調査結果報告について 
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○出席議員（１０名） 

        １番  須  河      徹  君              ２番  泉      愉  美  君 

        ３番  工  藤  弘  喜  君              ４番  谷  口  武  彦  君 

        ５番  河  端  芳  惠  君              ６番  西  森  信  夫  君 

        ７番  山  田  日出夫  君              ８番  余  湖  龍  三  君 

        ９番  仁  木  義  人  君            １０番  西  山  由美子  君 

         

○欠席議員（０名） 

 

○地方自治法第１２１条第１項の規定により説明のため出席した人 

 

              町              長      菊    池    一    春    君 

              副 町 長      森    谷    清    和    君 

              総 務 課 長      伊    田          彰    君 
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              町 民 課 長      元    谷    隆    人    君 

              福 祉 保 健 課 長      谷    方    幸    子    君 

              福祉保健課業務監      今    田    朝    幸    君 

              農 林 商 工 課 長      大    里    孝    生    君 

              建設課長・上下水道課長       渡    辺    克    人    君 

              元気なまちづくり推進室長      坂    井    毅    史    君 

              会 計 管 理 者      八    鍬    光    邦    君 

              教育委員会教育長      林          秀    貴    君 

              管 理 課 長      高    橋          治    君 

              子 ど も 未 来 課 長      山    本    正    徳    君 

              社会教育課長・図書館長       山    田    洋    通    君 

              農業委員会事務局長      原    口    周    司    君 

              農 業 委 員 会 会 長      細    川    孝    雄    君 

              監 査 委 員      平    塚    晴    康    君 

              選挙管理委員会委員長      森    下    直    治    君 

 

 

○職務のため出席した事務局職員 

              議 会 事 務 局 長      山    内    啓    伸    君 

              議 会 事 務 局 係 長      吉    村    章    子    君 
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開議 午前 ９時３０分 

    ◎開議の宣告 

○議長（須河 徹君） 皆さま、おはようございます。 

 それでは、定刻になりました。 

 ただいまから本日の会議を開きます。 

 本日の出欠報告をいたします。本日は、全議員の出席であります。 

 本日の議事日程は、あらかじめお手元に配布してあるとおりです。 

 

    ◎議案第１４号、議案第１５号、議案第１６号、議案第１７号、議案第２０号、 

     議案第 ７号、議案第 ８号、議案第 ９号、議案第１０号、議案第１１号、 

     議案第１２号 

○議長（須河 徹君） この際、日程第１６、議案第１４号、日程第１７、議案第１５号、

日程第１８、議案第１６号、日程第１９、議案第１７号、日程第２０、議案第２０号、日

程第２１、議案第７号、日程第２２、議案第８号、日程第２３、議案第９号、日程第２４、

議案第１０号、日程第２５、議案第１１号、日程第２６、議案第１２号は、関連する議案

なので一括議題といたします。 

 各案に対する提出者からの提案理由の説明を求めます。 

 まず、議案第１４号 特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の

一部を改正する条例の制定についての提案理由の説明を求めます。議案書９２ページです。 

 総務課長。 

○総務課長（伊田 彰君） 議案書の９２ページをご覧いただきたいと思います。 

 議案第１４号 特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部を

改正する条例の制定について。 

 特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（昭和３１年条例第３０

号）の一部を改正する条例を次のように制定するものでございます。 

 国会議員の選挙等の執行経費の基準に関する法律の一部を改正する法律（令和元年法律

第１号）が公布されたことに伴い、投票管理者等の報酬の額を改正するものでございます。 

 記以下の説明をさせていただきますので、議案書９４ページを開いていただいて、特別

職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正（案）新旧対照表を

ご覧いただきたいと思います。右が現行、左が改正案でございます。 

 別表２中、投票管理者の報酬の額１万２，７００円を１万２，８００円に改め、期日前

投票所の投票管理者の報酬の額を１万１，２００円を１万１，３００円に改め、選挙長及

び開票管理者の報酬の額１万７００円を１万８００円に改めるものでございます。 

 次に、前のページに戻っていただき、附則となりますが、この条例は公布の日から施行

するものでございます。 

 以上、議案第１４号 特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の

一部を改正する条例について、提案理由の説明をさせていただきました。ご審議の上、ご

決定いただきますようよろしくお願い申し上げます。 

○議長（須河 徹君） 次に、議案第１５号 第１種会計年度任用職員の給与に関する条

例及び第２種会計年度任用職員の報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例の一部を改正



 - 4 - 

する条例の制定についての提案理由の説明を求めます。議案書９５ページです。 

 総務課長。 

○総務課長（伊田 彰君） 議案書９５ページをご覧いただきたいと思います。 

 議案第１５号 第１種会計年度任用職員の給与に関する条例及び第２種会計年度任用職

員の報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例の一部を改正する条例の制定について。 

 第１種会計年度任用職員の給与に関する条例（令和元年条例第１８号）及び第２種会計

年度任用職員の報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例（令和元年条例第１９号）の一

部を改正する条例を次のように制定しようとするものでございます。 

 記以下の説明につきましては、第１種会計年度任用職員および第２種会計年度任用職員

の期末手当の支給割合を改定するため「第１種会計年度任用職員の給与に関する条例」お

よび「第２種会計年度任用職員の報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例」を改正する

ものであります。 

 次の９６ページをご覧いただきたいと思います。 

 上の枠が議案第１条に規定する第１種会計年度任用職員の給与に関する条例、下の枠が

議案第２条に規定する第２種会計年度任用職員の報酬、費用弁償及び期末手当に関する条

例の一部改正案の新旧対照表により説明いたします。 

 右が現行、左が改正案でございます。 

 上の枠、第１条に規定する第１種会計年度任用職員の給与に関する条例第１５条中の１

００分の１３０を１００分の１２７．５に改めるものでございます。 

 次に、下の枠、第２条に規定する第２種会計年度任用職員の報酬、費用弁償及び期末手

当給与に関する条例第１５条中の１００分の１３０を１００分の１２７．５に改めるもの

でございます。 

 次に、前のページの附則となります。 

 第１条施行期日では、この条例は令和３年４月１日から施行するものでございます。 

 第２条では、給料表の改正における特例として、第１種会計年度任用職員の給料に関す

る条例第３条第１項に規定する第１種会計年度任用職員の給料および第２種会計年度任用

職員の報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例第３条第１項に規定する第２種会計年度

任用職員の正規勤務報酬の基礎となる基準月額はともに職員の給与に関する条例第３条第

１項に規定する給料表を準用する場合において、任用年度内に職員の給与に関する条例の

給料表の改正が行われたときには、翌４月１日から適用することとし、当該年度中は従前

の例によるものとするということでございます。 

 以上、議案第１５号 第１種会計年度任用職員の給与に関する条例及び第２種会計年度

任用職員の報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例の一部を改正する条例の制定につい

て、提案理由の説明をさせていただきました。ご審議の上、ご決定いただきますようよろ

しくお願い申し上げます。 

○議長（須河 徹君） 次に、議案第１６号 訓子府町手数料徴収条例の一部を改正する

条例の制定についての提案理由の説明を求めます。議案書９７ページです。 

 農林商工課長。 

○農林商工課長（大里孝生君） 議案第１６号 訓子府町手数料徴収条例の一部を改正す

る条例の制定について、提案理由の説明をさせていただきます。 
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 訓子府町手数料徴収条例（平成１２年条例第８号）の一部を改正する条例を次のように

制定しようとする。 

 今回の改正は、このページの一番下の方に説明等ありますけども、訓子府町林地台帳運

用事務取扱要領に基づく林地台帳および森林の土地に関する地図の交付にあたり、新たに

手数料を定めるため、訓子府町手数料条例の一部を改正するものです。 

 それでは、記以下について説明させていただきますが、改正条文につきましては、９８

ページの新旧対照表をご覧ください。 

 まずは、右半分に現行の条文ですけども、第２条、手数料の種類等はということではじ

まって、いろいろな規定が定められていますけども、この一番最後がこの一番右の下の３

８番、その他の証明というのが最後となっております。こちらに今度は左にいってほしい

んですけども、その３８番に林地台帳に関する手数料というのを新たに加えます。だから

この左部分の改正案の一番下にその他の証明が３９ということでずれてくるというような

かたちになっております。 

 まず、この林地台帳に関する事項、大きく二つに分かれてます。 

 アの閲覧に関する手数料というのが一つ、この閲覧というものは、誰もが閲覧できるも

のです。ただし、登記上、所有者の氏名、住所、そういったものが非開示となっておりま

す。そういった制限がかかっております。そこから１０行ぐらい下におりていただきまし

て、イ 情報提供に関する手数料、こちらは、その土地の所有者などが自分のデータを求

めるものが情報提供となっております。なので、先ほどの閲覧と比較しまして、全部の情

報を開示というような性質のものです。 

 またアの閲覧に戻っていただきまして、共通する部分がありますので、そのアの下の（ア）

林地台帳の交付手数料、これを書面で交付を求める場合につき、１枚につき５００円、（イ）

森林の土地に関する地図の交付手数料、これは１枚に１筆ごと印刷されますけども、これ

が５００円、続いて（ウ）林地台帳及び森林の土地に関する地図の電子データ交付手数料、

これはすべてのこの林地台帳の全データを出力する場合です。だからどちらかというとこ

れは業者向けに提供するといったものでございます。その部分で１件につき６万２千円と

いうことで定めております。 

 イの情報提供の部分の（ア）および（イ）というのは、閲覧とまったく同じようなかた

ちで定めております。こちらについては（ウ）はもちろんございません。 

 それでは、９７ページに戻っていただき、下段に附則でありますけども、この条例は公

布の日から施行することとしております。 

 以上、手数料徴収条例の一部を改正する条例の制定について、その提案理由を説明させ

ていただきました。ご審議の上、ご決定賜りますようよろしくお願いします。 

○議長（須河 徹君） 次に、議案第１７号 訓子府町介護保険条例の一部を改正する条

例の制定についての提案理由の説明を求めます。議案書９９ページです。 

 福祉保健課業務監。 

○福祉保健課業務監（今田朝幸君） 議案書の９９ページをお開き願います。 

 議案第１７号 訓子府町介護保険条例の一部を改正する条例の制定について、提案理由

の説明をさせていただきます。 

 訓子府町介護保険条例（平成１２年条例第１１号）の一部を改正する条例を次のように
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制定しようとするものであります。 

 このページの一番下の説明欄にありますように第８期介護保険事業計画期間中の令和３

年度から令和５年度までの保険料率を改正するものでございます。 

 記以下につきましては、次の新旧対照表でご説明したいと思います。 

 １００ページの方をご覧いただきたいと思います。 

 こちらは、新旧対照表を載せてございますけども、表の右側が現行、左側が改正案とな

っておりまして、改正部分には下線を引いてございます。 

 第３条につきましては、保険料率の規定でございますけども、平成３０年度から令和２

年度までの第７期介護保険計画が終了しまして、第８期介護保険計画期間中の令和３年度

から令和５年度までの保険料率を定めるとともに、条文中の期間の記述を令和３年度から

令和５年度に改めるものでございます。 

 保険料額につきましては、次のページ、１０１ページの資料の方で説明させていただき

ます。 

 上段が第７期、下段が第８期となっておりまして、それぞれ保険料率と年額保険料の対

比となってございます。 

 まず、表の上段に表示しておりますとおり、第７期の基準月額は４，８５０円に対しま

して、下段の第８期では５，６５０円、こちらはサービス給付費等の上昇等により引き上

げとなっております。 

 第８期の保険料につきましては、下段左の表のとおり本町の税率により保険料額に改め

るものでございますが、令和２年度に第１段階から第３段階までに軽減を図ることとし、

低所得者への軽減措置が完全実施されたことから、第８期につきましても同様の措置をす

ることとし、下段右の表のとおり、令和３年度から令和５年度まで、年額保険料を第１段

階では３万３，９００円から２万４００円に、１万３，５００円の軽減、第２段階では４

万２，８００円から３万３，９００円に、８，９００円の軽減、第３段階では５万９００

円から３，４００円軽減しまして４万７，５００円に改めるものでございます。 

 ９９ページの方にお戻りいただいて、次に附則でございます。 

 第１条は、施行期日の規定でございますけども、この条例は令和３年４月１日から施行

するものでございます。 

 第２条は、条例第３条に規定します保険料の適用についての経過措置となってございま

す。 

 以上、訓子府町介護保険条例の一部を改正する条例の制定について、提案理由の説明を

させていただきました。ご審議の上、ご決定賜りますようよろしくお願い申し上げます。 

○議長（須河 徹君） 次に、議案第２０号 訓子府町防災会議条例の一部を改正する条

例の制定についての提案理由の説明を求めます。議案書１０６ページです。 

 総務課長。 

○総務課長（伊田 彰君） 議案書１０６ページをご覧いただきたいと思います。 

 議案第２０号 訓子府町防災会議条例の一部を改正する条例の制定について。 

 訓子府町防災会議条例（昭和３７年条例第２４号）の一部を改正する条例を次のように

制定するものでございます。 

 記以下の説明をさせていただきます。 
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 訓子府町防災会議条例の一部を改正する条例。 

 訓子府町防災会議条例（昭和３７年条例第２４号）の一部を次のように改正する。 

 防災会議委員の構成員に陸上自衛隊美幌駐屯地の自衛官のうちから町長が任命する者を

加えるものであります。 

 次に、附則でございます。公布の日から施行するものでございます。 

 以上、議案第２０号 訓子府町防災会議条例の一部を改正する条例について、提案理由

の説明をさせていただきました。ご審議の上、ご決定いただきますようよろしくお願い申

し上げます。 

○議長（須河 徹君） 総務課長。 

〇総務課長（伊田 彰君） ただいまご説明申し上げました議案第１４号、議案書９４ペ

ージをお開きください。説明に不足がございました。９４ページの新旧対照表の枠の３行

目になります。投票立会人の報酬について１万８００円から１万９００円と改めるという

ことを追加でご説明申し上げます。 

 よろしくお願い申し上げます。 

〇議長（須河 徹君） 農林商工課長。 

〇農林商工課長（大里孝生君） 先ほど説明した議案第１６号、９７ページになります。 

 そこで１点、訂正がございます。９７ページの一番下から２行目、訓子府町手数料条例

となっております。手数料徴収条例、誤りでございますので、訂正お願いします。 

 大変失礼しました。 

〇議長（須河 徹君） 次に、議案第７号 令和３年度訓子府町一般会計予算についての

提案理由の説明を求めます。別冊予算書２ページです。 

 副町長。 

〇副町長（森谷清和君） 議案第７号 令和３年度訓子府町一般会計予算について提案説

明をいたします。 

 内容につきましては、事前にお配りしております別冊の「予算書」とそれから「各会計

予算案の説明資料」、この２冊によって説明させていただきます。 

 なお、説明の中で、前年度あるいは昨年度と表現する部分につきましては令和２年度を、

本年度と表現する部分につきましては、令和３年度を指しておりますので、ご了解いただ

きたいと思います。 

 それでは、はじめに各会計予算案の説明資料をご覧願います。 

 １ページから３ページまでは予算案の概要について記載しております。 

 国の地方財政対策についても触れておりますが、令和３年度のポイントとしましては、

一つ目として、新型コロナウイルス感染症の影響で地方税等が減収となるなかで一般財源

維持のための地方交付税等の確保、二つ目として地域社会のデジタル化の集中的な推進の

ための予算措置、三つ目として防災・減災・国土強靭化推進のため、緊急防災・減災事業

債の事業期間の５年間延長などが挙げられます。 

 こうした国の対策に加え、町総合計画の将来像を目指した施策の推進、財政健全化を念

頭においた一般行政経費の縮減、財源確保見通しに基づく予算規模の設定などに留意し、

令和３年度予算の編成にあたりました。 

 一般会計においては、事業の先送りや手法の見直し、経常経費の圧縮など調整を行った
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ところですが、予算７億を超える大型の消防庁舎等建設事業があったことなどから、歳入

において１３億１，３００万円の財源不足が生じ、臨時財政対策債を除く、地方債９億円

の発行、４億１，３００万円を基金から取り崩し、財源不足を解消することとしておりま

す。 

 この結果、一般会計の歳入歳出予算総額は、当初予算でみますと、ここ１０年間で２番

目の規模である５０億６，０２０万円となり、前年度当初予算と比較し７億５，９２０万

円、１７．７％の伸びとなっております。 

 なお、新型コロナウイルス感染防止対策関連経費も一部計上しておりますが、国の地方

創生臨時交付金を活用した対策経費に関しましては、新年度に入って早い時期に補正予算

を提案させていただきますので、ご了承願います。 

 さて、款ごとの予算額と伸び率は４ページのとおりでございます。下段の２．一般会計

歳出目的別内訳のうち伸び率の大きなところでみますと、６款、農林水産業費は、道営柏

丘北地区農地整備事業など道営の農業基盤整備事業費が大幅に減額となり、対前年度マイ

ナス１３．４％。 

 ８款、土木費は、除雪専用車購入費の計上のほか、事業の増減により、対前年度５．２％

の伸び。 

 ９款、消防費は、消防庁舎等建設事業予算の計上などにより、対前年度３９７．１％の

伸び。 

 １０款、教育費は、スクールバスの更新、訓子府中学校ボイラー更新などにより、対前

年度８．９％の伸び。 

 １１款、公債費は、こども園外構整備と新スポーツセンター関連の元金償還が始まるこ

とから、１３．７％の伸びとなっております。 

 次に、７ページになりますけども、７ページには、会計別人件費の資料を載せてありま

す。 

 一般会計でいいますと、特別職３名と一般職１０３名分、会計年度任用職員１４２名分、

議員および各種委員分を計上。人件費合計で１１億１，４３０万２千円となっております。 

 次に、８ページには、基金の保有状況を一覧にしたものでありますが、表の下から４段

目の一番右側にありますように、本年度末の基金保有見込額は、一般会計の計で３５億２，

８５８万８千円となります。 

 ９ページからは、投資的事業を、１３ページからは補助奨励費を、１７ページからは扶

助費の内訳と事業の内容を一覧にしております。２０ページ、２１ページには債務負担行

為の本年度支出予定額、それから２２ページには社会保障財源に充てる引き上げ分の地方

消費税交付金の使途を載せてあります。 

 ３９ページ以降には、投資的事業箇所図を添付しておりますので、ご覧をいただくこと

とし、これ以降は予算書によって説明してまいります。 

 それでは、予算書の２ページをお開きいただきたいと思います。 

 議案第７号 令和３年度訓子府町一般会計予算。 

 令和３年度訓子府町の一般会計の予算は次に定めるものとし、第１条第１項では歳入歳

出予算の総額をそれぞれ５０億６，０２０万円と定めることとしております。 

 第２項では、歳入歳出予算の款項の区分及び金額は、次の３ページから１２ページにあ
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ります第１表 歳入歳出予算によることを規定しているもので、これについてはご覧いた

だくこととし、その内容については後ほど事項別明細書の中で説明させていただきます。 

 次に、２ページに戻っていただきまして、第２条の債務負担行為と第３条の地方債につ

いて定めておりますが、これについても後ほど第２表と第３表で説明させていただきます。 

 次に、第４条では、一時借入金の借り入れ最高額を、消防庁舎等建設事業実施に伴い、

現金不足への対応を考慮し、前年度と比べ２億円多い７億円と定めております。 

 それでは、１３ページをお開きください。 

 第２表は、債務負担行為の内容を載せておりますが、本年度は６件になります。 

 まず、１件目の町史編さん事業につきましては、開基１３０年にあたる令和８年度の発

行を目指し、本年度から編さん委託業務が始まることから計上するもので、期間は令和３

年度から令和８年度、限度額については４，５１０万円。 

 ２件目の空き家活用定住対策事業補助金につきましては、期間は令和３年度から令和８

年度までの６年間、限度額については１，２００万円。 

 ３件目の季節労働者生活資金貸付金利子補給及び損失補償につきましては、期間は令和

３年度から令和４年度までの２年間、限度額は利子補給と損失補償について、それぞれ定

めております。 

 ４件目の麦作振興会コンバイン更新資金利子補給では、訓子府町麦作振興会が前年度に

２台のＧＰＳ付きコンバイン導入にあたり借り入れた資金に対する利子補給で、期間は令

和３年度から令和９年度までの７年間、限度額は１１２万９千円。 

 ５件目の北海道訓子府高等学校入学生通学支援対策事業は、令和３年度入学生分で、期

間は令和３年度から令和５年度までの３年間で限度額１，０２７万５千円。 

 最後、６件目の北海道訓子府高等学校修学旅行費支援対策事業は、令和３年度入学生分

で、期間を令和３年度から令和４年度までの２年間で限度額は１６０万円とするものでご

ざいます。 

 次に、１４ページの第３表 地方債では、合計１１本の起債の目的、借入限度額、利率、

償還方法を載せてあります。目的別の限度額の内容はご覧のとおりでございますが、限度

額の総額は、前年度当初より６億７，９９０万円増の１０億４０万円となります。 

 次に、１５ページからは事項別明細になりますが、１５、１６ページは歳入歳出の款別

の予算額を記載してありますので、これはご覧をいただくこととし、１７ページ以降の事

項別明細書の説明に移りたいと思います。 

 説明にあたりましては、歳入歳出とも特徴的な部分や前年度と比べ増減の大きなものを

中心にさせていただきます。 

 また、ページの案内については、款項目の、目のある左側のページを示させていただき、

右側の説明欄の説明をさせていただきますので、ご了承ください。 

 それでは、歳入の説明に入ります。１７ページをご覧ください。 

 １款、１項、１目、町民税・個人では、均等割においては納税義務者数４５人減の２，

４２５人を見込み、１５万８千円減の８４８万７千円、所得割は平成２７年から前年まで

の平均、なお農業所得は、前年と前々年の生産額を比較し、調整率を乗じ課税標準額を算

出、譲渡所得も過去６年間の平均に税率を乗じ、住宅ローン控除減額分は前年度実績額、

これらの合計に９９％を乗じて算定、この結果、前年度に比べ１，４９３万円減の２億２，
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４５６万７千円、均等割、滞納繰越分、合わせまして２億３，３４５万４千円を計上。 

 次に、その下の２目、法人では、２法人増の９１法人分、対前年度２７万９千円増の２，

６９９万１千円を計上しております。 

 次に、２項、１目、固定資産税では、評価替え変動分を減額、また、新型コロナ軽減分

１，０８０万６千円を見込んだことから、１，５０４万円減の２億１，９２４万８千円を

計上しております。なお、軽減による減収分については、後ほど説明しますが、地方特例

交付金で補填されることとなっております。 

 次に、１９ページの３項、軽自動車税、１目、環境性能割では、年間新規登録台数の減

を見込み４４万８千円の減額計上、２目、種別割では、前年１１月時点の課税台数を基に

算定し２，００１万７千円の計上。 

 次に４項、１目、町たばこ税は前年と比べ５８万７千本少ない５１０万本を計上。なお、

１０月以降、新税率を適用して算定しております。 

 次に、６項、１目、入湯税は、温泉保養センター利用者の前年度と前々年度を比較し、

その減少率を基に３２万６千円減の１７６万２千円を計上。 

 次に、２１ページになります。 

 ２款、１項、１目、地方揮発油譲与税は、総務省概算要求を参考に１，８００万円を計

上。 

 ２款、２項、１目、自動車重量譲与税から２３ページの６款、１項、１目、法人事業税

交付金までは前年度同額を計上しております。 

 ７款、１項、１目、地方消費税交付金は、前年度実績を勘案し、地方消費税交付金で１，

２００万円減の４，８００万円、社会保障財源交付金分で９００万円減の５，１００万円、

合わせて２，１００万円減の９，９００万円を計上しております。 

 ８款、１項、１目、環境性能割交付金、その下の９款、１項、１目、地方特例交付金は

前年度決算見込みをベースに算定しております。 

 ９款に新たに項を設け、新型コロナウイルス感染症対策地方税減収補填特別交付金１，

０８０万円を計上。この交付金は、固定資産税のところでも説明いたしましたが、厳しい

経営環境にある中小事業者に対する固定資産税の軽減措置に伴う減収分を国が補填するも

のでございます。 

 １０款、１項、１目、地方交付税は、前年度同額計上。このうち普通交付税は、人口が

４１８人減の４，６８２人を反映、単位費用は前年度のものを用い算定し、前年度より１

千万円減の１８億５千万円を計上、２６ページになりますけども、２６ページにある特別

交付税は、地域おこし協力隊への財政措置も見込んで１千万円増の１億３千万円を計上。 

 次に、１２款、分担金及び負担金です。 

 １項、１目、農林水産業費分担金は、道営事業４本分の受益者分担金４，８９９万３千

円を計上しております。 

 ２項、１目、民生費負担金、１節、社会福祉費負担金では、前年度まで配食サービスな

どの高齢者在宅サービス利用者負担金を計上しておりましたが、除雪サービスを除き、利

用者が受託事業者に利用負担金を直接収めてもらうこととしたため、本年度から未計上と

なっております。 

 ２節、児童福祉費負担金には、町外から本町のこども園に入所した場合の居住市町村の
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負担金と利用者の負担金、合わせて９９万９千円を計上しております。 

 次に、１３款、１項、１目、民生使用料のうち、２８ページの２節、温泉施設使用料は、

温泉保養センターの利用者を１１％ほど減少すると見込んで１７９万６千円減の９４５万

９千円を計上。 

 ６目、土木使用料、３節、住宅使用料は、所得階層変更などにより１７５万３千円の増

８，０１０万９千円を計上。 

 ７目、教育使用料の１節、こども園使用料は、３歳未満である３号認定のこども園保育

料対象児童を１０名減の２名と見込んだため３４３万４千円減額計上。 

 ３節、保健体育使用料では、温水プールとパークゴルフ場の利用者減を見込み７４万円

減額して計上しております。 

 次に、２９ページからは、１４款、国庫支出金になります。 

 １項、国庫負担金、１目、民生費国庫負担金のうち、１節、社会福祉費負担金、障害者

福祉費負担金は３９１万２千円減の１億６６６万６千円を計上。なお、道支出金も減額し

て計上しております。 

 ４節、介護保険低所得者保険料軽減負担金は、軽減額の２分の１を国が負担するもので、

第１段階から第３段階の対象人数は１５人減少しておりますが、軽減額が第１段階で年額

４，４００円から１万３，５００円、９，１００円増となるなど、軽減幅拡大に伴いまし

て１７１万９千円の増となっています。なお、道支出金には軽減額の４分の１、１６５万

４千円を計上しております。 

 ５節、児童福祉費負担金の子育てのための施設等利用給付費交付金２２万２千円は新規

計上で、本町から町外の認可外保育所に入所している子どもの保育料の一部が無償化の対

象となるもので、道支出金の方にも１１万１千円を新規計上しております。 

 ２項、国庫補助金、１目、総務費補助金の個人番号カード交付事業費補助金は、全市区

町村の上限額が増額されたため２４２万２千円増の３５３万３千円を計上しております。

なお、前年度の戸籍情報処理システム改修補助金は本年度はございません。 

 ３１ページ、４目、土木費国庫補助金の１節、住宅費補助金のうち、公営住宅整備事業

費補助金は、幸栄団地１棟４戸の改修分９１５万５千円と穂波団地改修分２７０万円、合

わせて１，１８５万５千円を計上しております。 

 ２節、道路橋梁費補助金は、橋梁点検と橋梁２橋の長寿命化修繕の道路メンテナンス補

助金４，６５５万１千円と除雪専用車更新にかかる防災・安全交付金４千万円、合わせて

８，６５５万１千円を計上しております。 

 ５目、教育費国庫補助金、２節、中学校費補助金の学校施設環境改善交付金１，３９３

万３千円は、訓子府中学校ボイラー改修分でございます。 

 ３項、委託金、１目、総務費委託金の２節、選挙費委託金には、衆議院議員選挙委託金

５５８万７千円を計上しております。 

 次に、１５款、道支出金です。 

 １項、道負担金、１目、民生費道負担金は、国庫支出金同様、障害者福祉費負担金が１

９５万６千円減額となっています。 

 次、３３ページの下の表になりますけども、２項、道補助金、１目、総務費道補助金、

１節、総務費補助金のうち、ＵＩＪターン新規就業支援事業補助金は、歳出の移住支援金
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１００万円への充当分で新規計上でございます。 

 森林環境保全整備事業補助金は８９２万８千円の減となっておりますが、間伐面積の大

幅な減によるものでございます。 

 次に、３５ページの４目、農林水産業費道補助金、１節、農業費補助金のうち、下から

３行目の北海道水利施設等保全高度化事業補助金とその下の農業競争力基盤強化特別対策

事業補助金は、道営土地改良事業のパワーアップ対象事業費の減によりまして、合わせて

６１８万９千円の減額計上となっております。 

 なお、農業競争力基盤強化特別対策事業補助金は、第５期パワーアップ事業で令和２年

度で終了であり、令和３年度から第６期パワーアップ事業として、事業名を変更して継続

される見込みでございます。 

 ３項、委託金、１目、総務費委託金、３節、統計調査費委託金は、前年度計上の国勢調

査分３４４万４千円が未計上となり４０万２千円を計上しております。 

 次に、３７ページ、２段目の表、１６款、２項、財産売払収入、１目、生産物売払収入

のうち、町有林林産物売払収入では、皆伐、間伐とも売払材積が大幅に減って対前年度４，

５８９万３千円の減となっております。一方、保安林は、前年度科目計上のみでしたが、

本年度は、売払材積１，４００立米、パルプ３５０立米の売り払いを見込み１，２７７万

５千円を計上しております。 

 ３段目の表の１７款、１項、２目、総務費寄付金のうち、ふるさとおもいやり寄付金に

ついては、前年度実績見込みを勘案し３００万円増の２，８００万円を計上しております。 

 その下の表の１８款、１項、基金繰入金のうち、１目、財政調整基金繰入金については、

一般会計予算の財源調整分として１億５，２９５万７千円を計上しております。 

 ３９ページになりますけども、一番上の２目、社会資本整備基金繰入金では、消防庁舎

建設事業に７，１００万円など４本の事業に１億６，３００万円を。 

 ３目、産業後継者育成基金繰入金では、産業後継者教育推進協議会交付金８２万円、農

業担い手育成事業補助金に４０万円、計１２２万円を。 

 ４目、地域活性化基金繰入金では、個人番号利用事務用パソコン等購入費に５００万円、

町民税１％活用のまちづくりパワーアップ特別対策事業に２３０万円、合わせまして７３

０万円。 

 ５目、鉄道跡地整備等基金繰入金では、バス通学定期運賃補助金に７００万円、北海道

北見バスへの地域間幹線系統確保維持事業費補助金に４６０万円、合わせて１，１６０万

円。 

 ６目、減債基金繰入金では、ソフト事業に充てた過疎地域自立促進特別対策事業債、静

寿園、こども園、スポーツセンター建設で借り入れた過疎債と補正予算債の交付税措置分

を除いた実質の町費負担分の起債償還費に６，２６３万円。 

 ７目、ふるさとおもいやり基金繰入金では、高齢者ハイヤーサービス事業など４本の事

業に１，０７０万円。 

 ８目、森林環境譲与税基金繰入金は、民有林振興事業に３５９万４千円を繰り入れるも

のでございます。 

 次に、４１ページの３段目の表になりますが、２０款、諸収入、４項、１目、受託事業

収入の後期高齢者医療広域連合受託金では、前年度までの健康診査以外に歯科検診と保健
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事業と介護予防の一体的な実施事業が加わり６９６万５千円増の７６８万２千円を計上。 

 次に、下の表の５項、５目、雑入は、前年度計上の開町１００周年・町制施行７０年記

念事業に対するいきいきふるさと推進事業助成金など１６３万円減の、４，９９８万３千

円を計上しております。 

 次に４３ページ、２１款、１項、町債になります。１４ページの第３表でも説明しまし

たが１０億４０万円を計上しております。 

 説明欄の事業債の後の括弧書きが起債の種類となっておりまして、過疎債は６本で３億

９，６４０万円、それから、辺地債は３本で６，７２０万円、緊急防災減災事業債は３億

８，０３０万円、それから、ソフト事業に充てます過疎地域自立促進特別対策事業債、こ

れについては５，６５０万円、臨時財政対策債は２千万円増の１億円を計上しております。 

 以上で歳入の説明を終わります。 

 続きまして、４５ページからは、歳出の事項別明細書になります。 

 歳出については、事業本数が１７２本ございまして、事業１本１本の説明となりますと

長時間に及びますので、款・項・目の科目のうち、目単位を基本に、前年度と比べ増減額

の大きな要因を右側のページにあります事業予算で説明するほか、本年度の計上予算の特

徴的なものなどに絞って説明いたします。 

 なお、制度や積算方法等に変更がなく、人口、子どもの人数、高齢者の人数、事業対象

人数・件数など年度により変動するものなど単純な理由による事業費が増減するものなど

は、一部説明を割愛させていただきます。また、予算見積に使用します燃料費単価がガソ

リンで１８円、軽油で２１円、灯油と重油が１５円下がっており、特別なものを除いて全

体的に予算計上額が減額となっております。 

 それでは説明に入ります。 

 まず、４５ページからの１款、議会費になります。 

 １款、１項、１目、議会費には、対前年度５２万９千円増の５，１４８万４千円を計上

しております。 

 右側のページ、４６ページに事業別予算が計上されておりますが、事業区分、１．議員

人件費の共済費中、議員共済会負担金が、町村議会議員共済会給付費負担率が下がった影

響で４１万１千円の減となった一方、事業区分、２．議会運営費では、前年度計上の議場

内音声録音予備設備９８万円がなくなったものの、委託料に議場内音響機器保守点検業務

４１万２千円とインターネット録画配信業務１３４万２千円、合わせて１７５万４千円を

新規に計上しております。 

 次に、４９ページになります。 

 ここからは２款、総務費になります。 

 ２款、１項、１目、一般管理費は、前年度と比べ６７７万８千円増の１億５，５３０万

１千円を計上しております。主な増額の理由ですが、右側の５０ページ、事業区分、１．

総務一般管理事業の報酬には、前年度、６目の住民活動費に計上の町史編さん委員会委員

報酬を移し替えて１３万８千円を計上しております。また、委託料には、令和８年度発行

を目指した新訓子府町史編さん業務１６５万円を新規計上。 

 次の５２ページになります。 

 事業区分、３．庁舎等維持管理事業では、灯油単価が１５円下がったことなどによりま
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して事業全体で３１万１千円の減となっております。 

 下の方の事業区分、４．交流事業では、本年度、津野町との姉妹町締結２０周年を記念

し、町民４０名による訪問団の派遣費２４０万円、それと引率旅費６１万８千円の計３０

１万８千円、記念誌の作成費８１万４千円、過去に小学生留学生として参加したＯＢによ

る津野町訪問経費６３万１千円、津野町からスポーツ交流に来られる子どもたちの受け入

れ経費１５万円など、記念事業分として４６１万３千円を計上し、事業全体では４４８万

２千円の増となっております。 

 ページめくっていただきまして、５４ページの事業区分、６．職員管理研修事業では、

対象職員数や研修内容および研修地の変更などにより、旅費と委託料などが減額となり事

業全体で３９万４千円の減となっております。 

 その下の事業区分、７．情報管理事業、下から３行目のシステム改修業務では、前年度

計上の財務会計システム改修業務３３５万５千円と健康管理システム改修業務１３７万４

千円が本年度なくなったことから委託料で５５１万１千円の減となっています。 

 次、５６ページになりますが、次の５６ページ上段の備品購入費ですが、現在の基幹系

システムに合わせた個人番号利用事務端末に更新するため、端末３０台、５１１万５千円

を計上するなど、備品購入費で４２２万円の増となりましたが、事業全体では１２４万９

千円の減となっております。 

 次に、左の５５ページの２目、財政管理費につきましては、前年度とほぼ同額の３０２

万４千円を計上しております。 

 その下の３目、財産管理費では、実績等を勘案し、修繕料で８０万円減額するなど、事

業全体で７６万９千円の減額計上となっております。 

 ５７ページになりますが、４目、公有林管理費には５，２１５万５千円を計上。 

 ５８ページの事業区分、１．町有林管理事業の役務費、保険料のうち、５年更新の森林

火災保険の対象面積が１５３．５３ｈａから４２３．１４ｈａへと２６９．６１ｈａ増え

たことなどから保険料が３４７万６千円増となったものの、事業区分、２．町有林整備事

業・補助の委託料、造林業務では、間伐面積が８．７３ｈａと前年度と比べ２８．２７ｈ

ａと大幅に減少したことなどから、委託料で１，９０９万５千円の減。 

 事業区分、３．町有林整備事業・単独の委託料、造林業務では、皆伐面積が５ｈａと前

年度と比べ１０．４６ｈａ減少したことなどにより２，０１３万１千円の減となり、目全

体では３，５０８万６千円の減額となりました。 

 次、５目、保安林管理費には１，３５７万３千円を計上。 

 ６０ページになりますけども、６０ページの事業区分、３．保安林整備事業・単独の委

託料の造林業務は、前年度未計上でしたが、本年度は皆伐５．３９ｈａ、事業費１，１７

４万３千円を計上するなど、目全体で対前年度１，１２０万９千円の増となっております。 

 引き続き、５９ページでございますけども、６目、住民活動費は、事業区分、１．広報

広聴事業に前年度、町史編さん委員会委員報酬を計上しておりましたが、本年度は１目の

一般管理費、事業区分、１．総務一般管理事業に計上のため、対前年度１０万３千円減の

２，３１４万９千円を計上しております。 

 ６１ページになりますが、６１ページの下段の７目、住民安全対策費も対前年度２１万

９千円の微減で５４８万４千円を計上しております。 



 - 15 - 

 なお、６２ページから６４ページにかけての事業区分、２．交通安全対策事業では、交

通安全指導員の制服１着分の追加計上と南８線溶融区画線修繕など需用費で２３万４千円

の増額計上、指導員全員の会議出席および研修会参加などに伴いまして、旅費で１１万円、

会議負担金で１５万３千円の増、それから減速を喚起する溶融区画線２か所など交通安全

施設等設置維持管理業務委託料２７万８千円の増額計上など、事業全体で７６万４千円の

増となりましたが、事業区分、３．防犯対策事業では、前年度計上の防犯カメラ設置委託

料１０６万４千円が減となっておりまして、目全体としては減額となっています。 

 次に、６３ページ下段の８目、企画費は・・・ 

〇議長（須河 徹君） 副町長、ここで休憩に入りたいと思います。 

 ここで１０時４５分まで休憩といたします。 

 

休憩 午前１０時３５分 

再開 午前１０時４５分 

 

〇議長（須河 徹君） 休憩前に戻り、会議を再開いたします。 

 副町長。 

〇副町長（森谷清和君） 引き続き、説明させていただきます。 

 次に、６３ページ、下段の８目、企画費は、対前年度１，４７０万５千円増の７，８３

５万６千円の計上となっております。 

 増額理由につきましては、６６ページになりますが、事業区分、前のページに事業区分

が載ってまして、事業区分、２．地方交通対策事業の委託料中、高齢者ハイヤー利用サー

ビス業務につきましては、年々登録者、利用者が増加傾向にあるため、前年度実績見込み

の２０％上積みにより２０２万８千円増の１，１９３万６千円を計上しております。 

 それから、負担金、補助及び交付金中、女満別空港整備・利用促進協議会負担金１５万

円は、事業区分、１．企画一般事業からの組み換えで計上となっております。 

 それから、バス通学定期運賃補助金は、バス通学生１０名減の１０６名分で１１５万９

千円減の１，１７６万６千円の計上。 

 地域間幹線系統確保維持事業費補助金は、コロナ禍による路線バス運行事業者の収支悪

化などを見込み４２１万７千円増の１，３７５万２千円の計上など、事業全体では５１７

万１千円の増となっております。 

 次に、事業区分、４．まちづくり推進事業の委託料には、既存計画の更新のため、公共

施設等総合管理計画策定支援業務２７５万円を新規計上。 

 事業区分、５．ふるさとおもいやり寄付推進事業は、寄付額を２，５００万円から２，

８００万円へと３００万円増を見込み、これに伴い寄付者謝礼の返礼品、送料、事務諸経

費など１３３万７千円増の１，６５３万３千円を計上しております。 

 事業区分、６．地域振興事業は、６８ページの負担金、補助及び交付金に移住促進策と

して、ＵＩＪターンによる新規就業または起業した方に補助する移住支援金１００万円を

新規計上するなど１３８万８千円増の１，２０９万７千円を計上。 

 事業区分、７．地域おこし協力隊事業は新たな事業で、国の制度を活用して、町が隊員

を募集、委嘱を行い、地域おこしの支援や生活支援などの地域協力活動を行ってもらい、
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町への定住・定着を図る取り組みで、隊員の募集、報酬、活動経費など４４９万４千円を

計上、なおこれらの経費の大部分に対しては特別交付税措置されることとなっております。 

 次に、９目、地籍管理費についてですが１８９万１千円増の２８５万５千円を計上。 

 ６８ページ、事業区分、１．地籍管理事業の委託料、システム改修業務には、本年度、

土地登記情報照合点検と航空写真データ更新を実施することとして５７万１千円を増額、

パソコン設定業務は、備品購入費に新規計上の地籍管理システム機器のパソコンのネット

ワーク設定経費３１万１千円で、使用料及び賃借料には、航空写真の撮影データのライセ

ンス使用料４１万４千円を計上したことなどにより増額となっております。 

 次に、６９ページになりますが、一番上の開町１００周年・町制施行７０年記念事業費

は、廃目となります。 

 下段の、２項、１目、税務総務費は、事業区分、１．税務一般事業の需用費消耗品費に

軽自動車ナンバープレート購入費６万円、事業区分の２．固定資産評価事業の需用費、印

刷製本費には、家屋調査済証ステッカー印刷代４万６千円を計上するなど、目全体として

１１万２千円増の１０６万３千円を計上しております。 

 次に、７１ページ、２目、賦課徴収費は、税制改正に伴うシステム改修が大規模になる

ことを見込んで、委託料のシステム改修業務に５０万円増額するなど、目全体では５８万

４千円増の４２５万９千円を計上しております。 

 その下の３項、１目、戸籍住民登録費には、戸籍事務処理システム改修が前年度終了し

たことなどにより、委託料で１１０万１千円減となりましたが、個人番号カードに関する

事務量が増大しているため、負担金、補助及び交付金の地方公共団体情報システム機構に

対する個人番号カード交付事業費交付金が２４２万２千円増額となるなど、目全体としま

しては１３１万７千円増の９６９万２千円を計上しております。 

 次に、７３ページの４項、１目、選挙管理委員会費には２８万６千円を計上。 

 ２目、衆議院議員選挙費は、本年１０月２１日任期満了に伴う第４９回衆議院議員選挙

執行費５５８万７千円を計上しております。 

 次に、７５ページの中段、５項、１目の統計調査総務費では、前年度計上の国勢調査事

業３４４万４千円の減などによりまして３１８万４千円減の４０万２千円を計上しており

ます。 

 その下の６項、１目、監査委員費は、ほぼ前年度同額１６０万８千円を計上しておりま

す。 

 次に、７９ページになります。 

 ここからは３款、民生費になります。 

 ３款、１項、１目、社会福祉総務費には、前年度と比べ３３０万９千円減の３億５１１

万８千円を計上。 

 まず、８０ページの事業区分、１．社会福祉一般事業ですが、負担金、補助及び交付金

の社会福祉協議会活動費補助金では、職員賞与と非常勤職員給与の増など人件費分で１０

９万４千円の増、前年度実施の車検代、社協だよりの印刷単価、小地域事業推進費の減な

どにより事業費分では５０万７千円の減など差し引き５７万４千円の増となっております。 

 もりの風運営費補助金では、当初３年間の補助年限で前年度をもって終了予定でござい

ましたが、収支不足が続いており、補助要綱ただし書きに基づきまして、町長が特に認め
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た場合を適用し、３年を超えない期間で延長することとしまして１００万円を計上してお

ります。 

 その下のきらきら本舗運営費補助金は、同法人は、職員体制も縮小するなどして経費節

減に努めているにもかかわらず、厳しい運営状況が続いていることから、障がい者の就労

の場の提供を通じ、町の障がい者福祉の増進に大きく貢献しているということを鑑み、新

たに１００万円の補助金を計上、事業全体としましては５２万３千円の増額となっていま

す。 

 ８２ページの事業区分、５．自立支援サービス事業では、対象人数の増減により、扶助

費の介護給付費で１９９万６千円減、訓練等給付費で８３８万２千円の減、自立支援医療

給付費で３８７万円増など、事業全体で７８３万４千円の減となっています。 

 事業区分、６．地域生活支援事業では、８４ページの負担金、補助及び交付金のうち北

見地域生活支援拠点負担金は、北見市、置戸町、美幌町、津別町、本町を構成とする北見

地域生活支援拠点事業が本格化することを見込み３４２万２千円増の４６０万５千円を計

上しております。 

 この他、事業区分、８．国民健康保険特別会計繰出金が５４万２千円の増額。 

 これらの増減差し引きにより目全体で減額となっております。 

 次に、２目、老人福祉費になりますが、対前年度１３１万１千円増の２億４，０４４万

円を計上しております。 

 事業区分、１．高齢者福祉一般事業は、前年度と比べ１５万７千円の減と予算規模は前

年度とほぼ同じでございますが、負担金、補助及び交付金の訪問介護支援事業費補助金に

ついては、利用回数の減などに伴い介護保険事業収入の減などにより収支不足が増加し、

補助金額で１１９万５千円の増。一方、８６ページになりますけども、扶助費の老人福祉

施設措置費では、前年度２名見込んでおりましたが本年度は１名を見込んで１０４万５千

円減の１７４万２千円を計上しております。 

 その下の事業区分、３．介護保険特別会計繰出金では、事務費分で１１０万５千円の増、

それから、低所得者保険料低減事業分で３４３万７千円の増など、合わせて４７４万４千

円の増となっております。 

 事業区分、５．後期高齢者医療事業では、療養給付費負担金の減などによりまして３１

２万円減の９，４３１万８千円を計上しております。 

 次に、３目、温泉保養センター費になりますが、対前年度１００万９千円減の２，４９

６万４千円を計上。これは、重油単価が下がり燃料費が８９万２千円減額となったことな

どによるものでございます。 

 ８７ページ、４目の国民年金事業費は、前年度同額の１万２千円を計上しております。 

 その下の３款、２項、１目の児童福祉総務費は、事業区分、１．子ども医療費助成事業

で子ども医療費助成件数の減により９１万６千円の減。事業区分、２．子育て支援事業の

広域入所負担金では、町外の保育園に入所した園児の負担金ですが、前年度は、認可保育

園への入所１名でしたが、本年度は認可外保育園入所を見込んだため、負担金算定方法が

異なるため２８万３千円の減、これらの理由によりまして、目全体では、対前年度１２３

万９千円減の１，５８９万円を計上しております。 

 次に、８９ページの２目、ひとり親福祉費は、医療費助成５％の増を見込んで６万円増
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の１８０万８千円を計上しております。 

 ３目、児童措置費は、児童数の減により、扶助費に計上の児童手当費が１５９万円減と

なるなど、目全体で対前年度１８９万９千円減の７，２５２万円を計上しております。 

 ４目、児童センター費は１，８７３万６千円を計上しております。 

 事業区分、１．児童センター運営事業費の報酬では、会計年度任用職員、放課後児童支

援員の勤務体制見直しなどで４２万円の減。 

 ９２ページになりますけども、事業区分、２．児童センター維持管理事業では、前年度

計上の備品、防犯灯とエアコン分４８万１千円の減などによりまして、目全体では対前年

度８１万５千円の減となっています。 

 ５目、子育て支援センター費には９３２万４千円計上しておりますが、事業区分、１．

子育て支援センター運営事業の委託料に前年度計上の子どもの発達支援指導事業分３４万

７千円を４款、１項、１目、保健衛生総務費の発達支援事業にまとめて予算を計上したこ

とによりまして、その分が減となって、それらの理由によりまして、目全体としましては

対前年度５５万３千円の減額計上となっています。 

 次に、９５ページになります。 

 ここからは４款、衛生費になります。 

 ４款、１項、１目、保健衛生総務費は、事業区分、２．地域医療対策事業の地域医療報

償金について、前年度第２回定例町議会で増額補正しましたが、本年度は当初予算で計上

し６８４万円の増となっており、これらの理由により目全体では、対前年度５８７万４千

円増の５，６９６万１千円を計上しております。 

 なお、３款、１項、５目の子育て支援センター費でも説明しましたが、同センター分の

発達支援指導業務について、９８ページの事業区分、５．発達支援事業の委託料にまとめ

て計上しております。 

 次に、９７ページ一番下段の２目、予防費ですが、対前年度２１９万７千円増の３，１

１７万３千円を計上しております。 

 １００ページになりますが、１００ページ中段の事業区分、２．健康診査等事業では、

高齢者の保健事業と介護予防の一体的な事業の実施にかかる消耗品の増額により、需用費

で１４万９千円の増、委託料の健康診査業務には、節目年齢と妊婦を対象とした歯周病検

診と後期高齢者歯科検診経費合わせて３４万７千円を新たに計上、検診業務には前年度同

様ＰＥＴ－ＣＴ検査１０人分７７万円を含んでおります。 

 事業区分、３．予防接種事業では、新型インフルエンザパンデミック措置対応として、

マイナンバー利用事務に追加されることなどから、委託料のシステム改修業務１３２万円

を新規計上。 

 １０２ページになりますが、１０２ページの事業区分、４．子ども予防保健事業では、

ロタウイルスワクチン定期接種移行にかかる予防接種情報副本登録関連で委託料の健康管

理システム改修業務に５２万４千円を増額し７７万円を計上しております。 

 次に、左の１０１ページをご覧いただいて、３目、環境衛生費になりますが、事業区分、

１．葬斎場維持管理事業の需用費、修繕料には、本年度、高圧負荷開閉器および高圧コン

デンサ交換修繕３６万６千円を新規計上しておりますが、前年度実施の屋根防水修繕およ

び火葬設備修繕１，４７７万３千円の減額など、目全体としましては１，３９１万２千円
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減の８５０万１千円を計上しております。 

 次に、１０３ページになります。 

 １０３ページ中段の４目、環境対策費は、前年度まであった太陽光発電システム導入費

補助金については、平成２４年度から３年毎に継続の是非を判断してまいりましたが、申

請件数がほぼない状況のため、廃止することとしたことなどによりまして、目全体として

２０万７千円減の１４３万２千円の計上となっております。 

 次に、下の２項、１目、塵芥処理費は、対前年度３６０万４千円増の９，６４０万１千

円を計上しております。 

 事業区分、１．塵芥処理事業のうち、需用費、消耗品費では、町指定の燃やすごみ袋の

購入の年にあたり１６万４千枚分、１７８万３千円と生ごみ袋は前年度より１万３千枚多

い７万６千枚、また単価の上昇もあり５５万８千円の増額計上。修繕料には、廃棄物処理

場汚水処理機械修繕５３万円を計上、需用費合計でいいますと２７５万１千円の増となっ

ております。 

 １０６ページの、１０６ページになりますが、委託料で各ごみの処理業務は単価の変動

見込により計上しております。なお、回収および処理方法変更に伴うスプレー缶等処理業

務３１万２千円と使用済小型電子機器処理業務８万８千円を新規計上し、委託料合計で１

５０万９千円の増。一方、備品購入費では、前年度計上のパッカー車車庫１１９万８千円

の減など９８万９千円が減となりましたが、差し引きでは、目全体で増額計上となってお

ります。 

 次に、２目、し尿処理費ですが、北見地区スクラムミックスセンター処理費の負担割合

は、前々年度の搬入実績を基に算定されますが、負担割合がわずかながら下がったことと、

ポンプやトラックスケールの整備がなくなったことにより、委託料に計上のスクラムミッ

クス事業し尿等処理業務が１９８万１千円減となり、目予算は１，１５７万９千円となっ

ております。なお、前年度の事業区分、し尿処理施設整備事業は、この事業に統合してお

ります。 

 次に、１０７ページの５款、労働費の１項、１目の労働諸費については、事業区分、３．

勤労者福祉会館維持管理事業費の減により、対前年度１０万６千円減の１７２万円を計上

しております。 

 次に、１０９ページからは、６款、農林水産業費になります。 

 ６款、１項、１目、農業委員会費は、事業区分、１．農業委員会運営費の旅費に、任期

中１回の道外視察研修費１６５万１千円を計上したことなどによりまして、目全体で１１

２万６千円増の１，３３３万８千円を計上しております。 

 下段の２目、農業総務費には、前年度とほぼ同額の２１万４千円を計上しております。 

 次に、１１１ページの３目、農業振興費は、対前年度６４１万４千円減の１，３７９万

３千円を計上しております。 

 右側の事業区分、２．農業経営確立事業のうち、負担金、補助及び交付金では、前年度

計上の酪農青年部および種子馬鈴薯耕作組合の海外研修に対する補助である農業後継者育

成事業補助金３２０万円、それから、くんねっぷメロン作付け維持を目的とした特産園芸

作物作付維持事業費補助金４０万円、合わせて３６０万円の減。また、新規就農者等支援

助成金は、就農祝い金と運転資金支援が令和２年度で終了し、農地賃貸借助成のみとなり
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１９８万２千円減の６７万４千円、その下四つ目には、本年度から債務負担始まる麦作振

興会コンバイン更新資金利子補給金２５万６千円を計上。 

 １１４ページの事業区分、６．農業次世代人材投資事業では、前年度３経営体でしたが

１経営体が期間満了となり２経営体となり１１２万５千円減の３００万円の計上となって

います。 

 次に、４目、畜産業費は、対前年度３２万３千円減の５１７万４千円の計上となってお

ります。 

 事業区分、１．家畜衛生管理事業の報償費、家畜防疫検査報償金は、本年度科目計上の

千円のみ計上し、伝染病発生時には、別途予算措置することとしております。負担金、補

助及び交付金の家畜予防衛生事業負担金は、本年度算定替えがありまして、今後４年間同

額となる見込みで、前年度までと比べ１４万２千円の減となっております。 

 次、１１５ページ、５目、農業基盤整備事業費は、対前年度８，０７９万円減の４億３，

４８５万６千円の計上となっています。 

 事業区分、２．農業基盤整備事業のうち、前年度と比べ増減の大きなものとしては、道

営柏丘北地区農地整備事業は、本年度、南７線９５７ｍの舗装工事で事業完了の予定で、

３，３０７万５千円減の１，４８５万円。 

 その下の道営山林川地区水利施設整備事業は、用地補償費が２億８千万円減となったこ

となどによりまして、地元負担額が前年度より６，８００万円減の７，６００万円。一つ

飛びまして道営訓子府北東地区水利施設等保全高度化事業は、穂波川改修延長が３００ｍ

延び、４００ｍとなったことなどから３，５５３万円増の５，７６３万円。他の事業の増

減もあり事業全体としましては７，２７２万６千円減の２億６，８５３万４千円を計上し

ております。 

 下の方の事業区分、４．下水道事業特別会計繰出金は、同会計の収支幅縮小によりまし

て前年度より８４９万５千円減の７，７３０万円の計上となっております。 

 １１７ページの６目、農業交流センター費は、前年度とほぼ同額の６９９万５千円を計

上。なお、前年度、報償費に加工指導サークルへの事業報償７万円を計上しておりました

が、本年度は委託料の一番下の加工指導業務として組み替え予算計上しております。 

 次に、７目、牧場費は、２２０万１千円減の３，０６０万８千円を計上しております。 

 事業区分の２．牧場管理運営事業では、前年度、ポンプ場動力制御盤更新、それから牧

場巡回車１台、マニュアスプレッダー１台の７１２万円を計上しておりましたが、本年度

は作業効率を上げるため連動スタンチョンを設置することとして、１２０ページになりま

すが、工事請負費に３００万円、それから原材料費に捕縛枠場整備箇所の畜舎改築用原材

料１６６万３千円、合わせて４６６万３千円を、また、備品購入費には、肥料の積み下ろ

しやパレット運搬作業に必要なホイールローダーフロントフォーク６９万３千円を計上し

ております。 

 １２１ページ、１目、林業総務費には前年度とほぼ同額の１８万円を計上しております。 

 ２目、林業振興費は、対前年度７３５万円増の１，９０２万１千円を計上しております。 

 事業区分、１．林業振興一般事業の委託料には、長寿命化計画に基づく、常盤林道の愛

林橋の橋梁点検業務１１６万７千円と森林所有者情報システム機能拡張業務２５万４千円

を計上。 



 - 21 - 

 事業区分、２．民有林振興事業の民有林振興事業補助金は、民有林の造林・除間伐事業

の公費補助残に対する単独補助ですが、本年度からヘクタール当たり単価を８千円から１

万円に引き上げたのと事業面積が増加したため、前年度より３２６万３千円増の６６０万

９千円。また、一つ飛んで森林環境保全整備事業補助金は、公共森林整備事業の補助対象

外となる非団地森林で実施する搬出間伐を対象に、森林環境譲与税を充当して補助するも

ので、３５９万４千円を新規計上。なお、前年度、委託料に計上の森林経営管理制度意向

調査費１６５万円が減額となっております。 

 事業区分、３．有害鳥獣駆除事業には、近年ヒグマの出没回数が増加していることから、

備品購入費に箱わな１基分４２万２千円を計上しております。 

 次に、１２５ページになりますが、７款、商工費になります。 

 １目、商工総務費では、前年度実施の公共駐車場区画線塗布修繕分１１万３千円が減と

なり４０万１千円を計上。 

 ２目、商工業振興費は、対前年度１０１万９千円減の６，８８９万７千円の計上。 

 事業区分、１．商工業振興対策一般事業の店舗改修事業補助金は、実績等を勘案し１０

０万円減の１５０万円、前年度補正予算で挙げた新型コロナウイルス対策中小企業特別融

資保証料補助金１８０万円を当初から計上。 

 事業区分、２．産業観光振興対策事業の負担金、補助及び交付金の産業観光振興協議会

活動費負担金は、前年度開町１００周年記念で１８０万円増額計上しておりましたがその

分減額して１千万円を計上しています。 

 次に、１２７ページからは、８款、土木費になります。 

 ８款、１項、１目、土木総務費については、前年度とほぼ同額の１３８万１千円を計上

しております。 

 次に、２項、１目、車両運行管理費は、対前年度６，３４８万６千円増の９，５７４万

２千円を計上。 

 事業区分、２．除雪車両運行管理事業の備品購入費に、国庫補助採択を見込んで、平成

９年式の除雪専用車１台を更新することとし６千万円を計上。また、除雪車両の車検台数

が前年度より３台多い６台となるなど、需用費の車両修繕料、役務費の手数料、公課費な

どで増額となり、事業全体としまして６，２９７万円の増となっています。 

 次に、１２９ページ、３項、１目、道路橋梁総務費は、前年度とほぼ同額の２２７万６

千円を計上しております。 

 ２目、道路維持費は、２，２３７万２千円減の１億１，１９９万１千円を計上。 

 事業区分、１．町道維持管理事業では、１３２ページになりますけども、工事請負費に

駒里弥生線延長４５０ｍ、路上路盤再生工法により舗装修繕することとし３千万円を計上。

なお、前年度、事業区分で町道舗装修繕事業５，０７１万円がありましたが、本事業に統

合しており、駒里弥生線整備分で１千万円減、市街地町道路面性状調査終了により１，０

７１万円の減、合わせて２，０７１万円の減となっております。また、前年度実施の町道

道路ストック総点検事業２００万円は本年度未計上となっています。 

 ３目の橋梁維持費は、６４０万７千円減の７，３６６万５千円を計上。 

 委託料の橋梁長寿命化修繕計画橋梁点検業務は、平成２６年に道路法が改正され、５年

に１回近接目視点検が義務化され、平成２８年度に実施した４０橋の点検２，７００万円
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を計上。その下の詳細設計業務は、中央橋１橋分で１，０６０万円を計上しております。 

 工事請負費の修繕工事箇所は、前年度詳細設計を行った豊田橋で３，６００万円を計上。 

 次に、１３３ページ、４項、１目、河川総務費は２７０万円減の１，１１３万４千円を

計上。 

 前年度、事業区分に河川改修整備事業がありましたが、事業区分、１．河川維持管理事

業に統合しております。 

 工事請負費の河川改修整備工事５００万円は、前年度より３００万円減となっておりま

すが、本年度は、桜川トラフ補修延長１００ｍと中の沢川護岸補修延長３０ｍを予定して

おります。 

 次に、５項、１目、公園費は、１４０万４千円減の２，４２０万円を計上しております。 

 １３６ページの一番上に事業区分、１．レクリエーション公園維持管理事業の需用費、

修繕料がございますが、前年度実施の受電設備の修繕料２２５万円が減額となっておりま

す。また、備品購入費には、刈払機１台を追加購入することとして８万３千円を計上して

おります。 

 次に、１３７ページの６項、１目、住宅管理費は、前年度実施のタウンコート駐車場整

備工事３２０万円が減となるなど２７５万２千円減の１，４２５万５千円を計上しており

ます。 

 ２目、住宅建設費は、９０９万４千円減の４，１２４万７千円を計上。 

 １４０ページになりますが、事業区分、２．公営住宅改修事業は、穂波団地の外壁・屋

根の改修工事ですが、前年度の１棟８戸から１棟４戸へと整備戸数が減となり７００万円

の減、また、前年度、委託料に計上の公営住宅長寿命化計画策定業務は本年度完了してお

りますので、その分２１３万４千円も減となっています。 

 次に、１４１ページは、９款、消防費になります。 

 ９款、１項、１目、消防組合費は、３５４万８千円増の１億８，５５６万８千円を計上。 

 北見地区消防組合負担金の内訳は１８９ページから掲載しておりますのでご覧いただき

たいと思います。 

 ３款、１項、１目、訓子府消防支署費は、８６３万３千円増の１億３，０２５万４千円

を計上。 

 事業区分、１．職員給与費は、退職者の１年前倒し採用１名分の計上などのため、対前

年度７３８万７千円の増となっています。 

 事業区分、２．消防行政一般経費の委託料には、救急隊員の血中抗体検査および麻疹ワ

クチンなどの予防接種代３４万３千円、前年度および本年度採用の２名の職員の大型免許

取得経費７１万１千円を新たに計上。 

 １９３ページになりますが、３款、２項、３目、訓子府消防団費は、事業区分、３．消

防業務費の需用費、消耗品費に、団員安全装備品としてヘルメット９０個３８万６千円、

感染防止衣など感染症対策資機材３３万５千円を計上するなど、目全体で対前年度７５万

５千円増の１，５１３万円を計上しております。 

 また、１９６ページの事業区分、７．消防団互助会負担金でございますが、この中には

消防車機関員の確保のため、運転したりする団員ですね、機関員の確保のため、消防団員

の大型免許等取得経費３７万２千円に対する補助分を含んでおります。 
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 ３款、３項、３目、訓子府消防施設費は、前年度計上の指揮車購入費６２７万円など５

８７万７千円減の１４２万７千円を計上。 

 １４１ページに戻っていただきたいと思います。 

 ２目、水防費は、需用費、消耗品費に救命胴衣１０着分７万９千円を計上するなど１８

万９千円の計上となります。 

 ３目、災害対策費は、前年度計上の北海道総合行政ネットワークシステム整備に伴う負

担金３４６万５千円の減など、対前年度３６３万４千円減の９３万円を計上。 

 ４目、消防施設整備費には、消防庁舎等建設事業費７億４，２０６万７千円を計上。 

 なお、役務費の手数料は、完了検査申請手数料でございます。 

 次に、１４３ページ、ここからは１０款、教育費になります。 

 １０款、１項、１目、教育委員会費は、オホーツク管内教育委員会協議会負担金の減な

ど、対前年度７万５千円の減となっております。 

 次に、２目、事務局費は、対前年度１６３万４千円減の２，９２２万７千円の計上。 

 事業区分、２．学校教育等一般事業の１４６ページの一番上の使用料及び賃借料の校務

支援システムは、前年度導入したものですが、前年度の初期導入分３５万７千円を除くシ

ステム使用料のみの１２２万８千円を計上、負担金、補助及び交付金の会議等負担金には、

北海道置戸高等学校７０周年記念事業協賛金１０万円を含んでおります。その５行下の北

海道訓子府高等学校教育振興会議交付金は、通学支援対象人数が６０人分から４３人分へ

１７人分減少し２０２万７千円減となったことなどにより、１８５万６千円減の１，０８

８万３千円を計上しております。 

 次に、１４７ページ、３目、スクールバス運行費は、２，３３３万８千円増の４，５８

１万１千円を計上。 

 需用費の車両燃料費は、軽油単価の引き下げにより７１万円の減、また、前年度債務負

担行為の議決を受けました平成８年購入の中ノ沢線スクールバスの４１人乗り中型バスへ

の更新事業は、４月に納車予定でありますので、備品購入費に２，３８７万円を計上して

います。 

 次に、２項、小学校費、１目、学校管理費は、３４０万６千円増の６，６２８万７千円

を計上しています。 

 事業区分、１．学校一般管理事業では、１５０ページになりますが、役務費、通信運搬

費には、ＧＩＧＡスクールネットワーク代１５万６千円を含み２３万４千円の増。委託料

には、令和元年度導入の児童および校務用パソコン機器保守代２１万２千円とＧＩＧＡス

クール関連でグーグル運用保守、端末・ネットワーク保守代金、合わせて１０４万５千円

を新規に計上。使用料及び賃借料には、ＧＩＧＡスクール関連で学習支援ソフトのライセ

ンス使用料２７万２千円を新規計上。備品購入費には、訓子府小学校で冷蔵庫１台、保健

室・職員室・特別支援学習室用ガス給湯器３台、合わせて１３万８千円を計上しておりま

す。 

 事業区分、２．学校維持管理事業の需用費、修繕料には、居武士小学校階段部分の硝子

ブロック壁のブロックが落下していることから、その修繕料１１５万９千円を計上。委託

料では、前年度、両小学校の老朽化した遊具の撤去と訓子府小学校の電話機更新業務が完

了したことなどによりまして１８６万円の減となっています。 
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 事業区分、３．学校保健・安全対策事業では、学校歯科医は医療法人、学校薬剤師は医

薬品会社を通じて派遣してもらうことから、報酬から委託料に組み替えて健康診査業務と

して計上しております。 

 １５２ページの事業区分、４．臨時講師配置事業では、通級指導による特別支援対象児

童が１０名増の４４名となることから、支援員を３名から４名体制にすることとし、２２

６万３千円の増額計上となっています。 

 次に、２目、教育振興費は、対前年度３６７万２千円減の１，１８５万４千円を計上。 

 事業区分、１．教育振興事業の需用費では、前年度、消耗品費に計上の教科書改訂に伴

う教師用指導書がなくなりまして４７９万１千円の減。委託料の子ども劇場は、前年度音

楽鑑賞でしたが、本年度は観劇とし、１５万円増の４０万円を計上。事業全体では４１８

万６千円の減となっております。 

 １５４ページの事業区分、３．就学援助・奨励事業では、特別支援教育就学奨励費、準

要保護児童就学援助費ともそれぞれ２名の増を見込んで５１万４千円増の５１７万６千円

を計上しています。 

 次に、３項、中学校費、１目、学校管理費は、３，９７４万４千円と大幅に増額し、７，

１１３万１千円の計上となっています。 

 事業区分、１．学校一般管理事業では、小学校同様、委託料にコンピュータ機器等保守

業務、システム保守業務予算を計上。使用料及び賃借料には、学習支援ソフトのライセン

ス使用料を計上しております。 

 事業区分、２．学校維持管理事業は、前年度の電話機更新業務完了などにより８５万１

千円の減。 

 １５６ページの事業区分、３．学校保健・安全対策事業においても小学校同様、学校歯

科医と学校薬剤師経費を報酬から委託料に組み替えて計上しております。 

 事業区分、４．臨時講師配置事業では、支援員２名のうち１名を小学校へ配置替えする

ことによりまして２４５万９千円の減額となります。 

 事業区分、５．大規模改修事業は、３０年以上経過した暖房用ボイラーの更新等を行う

こととし４，１８０万円を計上しております。 

 下段の２目、教育振興費は、２０８万９千円増の１，２５９万１千円。 

 事業区分、１．教育振興事業では、１５８ページの需用費、消耗品費で、本年度教科書

改訂に伴い教師用指導書２０６万円など２０１万７千円の増額。修繕料には吹奏楽部楽器

のオーバーホール代として５８万９千円を計上。委託料の子ども劇場は前年度の観劇から

音楽鑑賞となり１５万円の減。備品購入費は、前年度の吹奏楽用楽器チューバ購入完了な

どによりまして９７万４千円の減となっています。 

 事業区分、２．就学援助・奨励事業では、対象人数および学年区分変更などによりまし

て６３万２千円増の４９２万７千円を計上しております。 

 次に、４項、こども園費、１目、こども園費は、１１６万３千円増の１億１，４９０万

２千円を計上。 

 事業区分、１．こども園運営事業では、報酬の会計年度任用職員の保育教諭を１３名か

ら１０名としたことで４９５万１千円の減、月額の支援員・補助員は、８名から１１名に

増員したことで５７１万８千円の増、差し引き、報酬では１１４万５千円の増となってお
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ります。 

 次に、１６１ページ、５項、社会教育費の１目、社会教育総務費は、前年度計上の開町

１００周年・町制施行７０年を記念しての町民芸術劇場実行委員会交付金１８０万円の減

額など、対前年度１９０万９千円減の９９６万１千円を計上しております。 

 事業区分、１．社会教育一般事業には、本年度、全国公民館研究集会北海道大会が当管

内の紋別市で開催されることから、公民館運営審議会委員参加に伴い、報酬２万８千円、

旅費７万５千円、会議負担金１万８千円、合わせて１２万１千円を増額計上しております。 

 次に、１６５ページ、下の方の２目、公民館費ですが、前年度とほぼ同額の１，７１７

万２千円ですが、事業区分の１．公民館維持管理事業、需用費・修繕料では、前年度実施

の公民館舞台吊物および照明設備修繕１８６万６千円の減。一方、公民館駐車場区画線修

繕料３２万７千円。それから１６８ページになりますが、１６８ページの備品購入費にポ

スターや垂れ幕作成利用ができる大型プリンター導入費９１万２千円を計上しております。 

 次に、３目、図書館費は、前年度とほぼ同額の１，５１７万円を計上。 

 事業区分、１．図書館活動事業の備品購入費には、図書館コンピュータシステム関連で

ネットワーク接続ストレージ「ＮＡＳ」１台とパソコン１台、合わせて２８万１千円を計

上。 

 １７０ページの事業区分、２．図書館維持管理事業の備品購入費には、館内清掃用の業

務用掃除機１台、６万４千円を計上しております。 

 次に、６項、保健体育費、１目、保健体育総務費は、対前年度６８万３千円減の５５０

万８千円の計上。 

 事業は、社会体育活動推進事業のみですが、前年度、報償費に計上のジュニアスキー教

室を町スキー連盟に、それから、クライミングウォール安全講習会を北見工大山岳部に委

託することとし、１７２ページの委託料、各種教室・事業講師派遣業務に組み替えて計上

しております。また、前年度、町の周年記念事業で計上のプロスポーツ交流事業６６万円

が減額となっております。 

 次に、１７１ページ、２目の体育施設費は、３０７万２千円減の６，４６７万８千円の

計上。 

 事業区分、１．スポーツセンター維持管理事業の需用費では、新型コロナウイルス感染

防止対策消耗品で３２万３千円増となっておりますが、燃料費では、施設が新しくなって

灯油消費実績が明らかになり、３万リットルから約１万５千リットルへと半減したのと灯

油単価引き下げにより１６４万５千円の減。また光熱水費も実績に基づき１７０万８千円

の減額計上となっております。 

 次、１７４ページの事業区分、２．温水プール維持管理事業は、対前年度２０８万７千

円の増となっており、需用費では、コロナ対策や経年劣化に伴う消耗品費で６７万３千円

の増。修繕料では、受電設備のトランスおよびコンデンサ交換２０３万５千円など２６０

万８千円の増額計上となっております。 

 事業区分、３．屋内ゲートボール場維持管理事業も２３４万４千円の増となっています

が、需用費、修繕料に内部鉄骨さび落とし塗装代６０５万円を計上。なお、前年度実施の

外壁サイディング張替え等修繕３６４万２千円との差し引き２４０万８千円の増となって

おります。 
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 １７６ページになりますけども、事業区分、４．屋外運動施設維持管理事業は４６７万

３千円の減となっております。パークゴルフ場の目土など原材料費で９４万９千円の増と

なっておりますが、前年度購入のスポーツトラクター購入分５１０万３千円が減額となっ

ております。 

 １７５ページの３目、給食センター費は１，５６０万６千円減の５，６１５万９千円と

なっておりますが、１７８ページの事業区分、２．給食センター維持管理事業で、前年度

の手洗い器等交換修繕、地下タンク修繕、真空冷却器購入費、給食配送車購入費、合わせ

て１，５２４万円の減など、事業全体で１，５６７万円の減となっています。 

 １８１ページになりますが、１１款は公債費であります。 

 長期債については、前年度末で４本の償還が終了となりますが、こども園外構整備の元

金、新スポーツセンター解体事業などの元金償還が始まることから、元利合わせて対前年

度６，１９７万６千円増の５億１，５４９万７千円を計上しています。 

 一時借入金利子は、金融機関からの一時借入分と基金繰替運用分、合わせまして１２万

４千円を計上しております。 

 １８３ページの１２款、災害復旧費には、科目計上で旅費のみ計上しております。 

 １８５ページは、１３款、給与費になります。 

 給与費には、特別職３名と一般職１０３名分の人件費を計上しております。前年度の給

与改定で期末手当支給率が下がったことと共済組合負担率の変動などによりまして、対前

年度９２万１千円減の８億１，２０８万９千円を計上しております。 

 なお、議員、各種委員、会計年度任用職員の報酬等を加えた人件費については、２０４

ページから２０８ページまで給与費明細書を添付していますので、後ほどご覧いただくこ

ととし、説明は省略させていただきます。 

 次に、１８７ページは、１４款、予備費で前年度同額の４００万円を計上しております。 

 続きまして、１９９ページからは、これまでにご決定をいただいた分も含め、債務負担

行為のうち当該年度以降、支出のあるものの調書で、前年度末までの支出見込額と本年度

以降の支出予定額を掲載しております。 

 ２０２ページの一番下の下段の計の欄で、本年度以降の支出予定額は、消防庁舎等建設

事業分８億４，９００万円も含んでいるため、前年度と比べ８億４１９万５千円増の１３

億２４３万２千円で、このうち一般財源につきましては、一番右になりますけども４億７，

９３７万１千円となっております。 

 なお、本年度分の支出予定額につきましては、予算説明資料の２０、２１ページに一覧

にしてありますので、後ほどご覧いただきたいと思います。 

 続きまして、２０３ページの地方債の年度末現在高に関する調書でございます。 

 合計欄の一番右の欄になりますが、令和３年度末現在高見込み額は５４億７５３万３千

円となっております。 

 以上、総額を５０億６，０２０万円とする令和３年度一般会計予算案の提案説明を申し

上げました。 

 時間の関係もあり、説明不足の点、多々あろうかと思いますが、その点につきましては、

質疑の中で補足させていただきますので、ご審議の上、ご決定賜りますようよろしくお願

い申し上げます。 
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〇議長（須河 徹君） ここで昼食のため、休憩いたします。 

 午後は１時から行いますので、参集願います。 

 

休憩 午前１１時５０分 

再開 午後 １時００分 

 

〇議長（須河 徹君） それでは、定刻になりました。 

 休憩を解き、会議を継続いたします。 

 副町長。 

〇副町長（森谷清和君） 午前中、訓子府町一般会計予算についてのご説明申し上げまし

たが、１点追加してご説明申し上げたいと思います。 

 本年度から７節の賃金が廃止となりました。このため、８節の報償費以降が１節ずつ繰

り上がっておりますので、お伝えしたいと思います。 

 この件につきましては、ほかの特別会計についても同じでございますので、ご了承いた

だきたいと思います。 

〇議長（須河 徹君） 次に、議案第８号 令和３年度訓子府町国民健康保険特別会計予

算についての提案理由の説明を求めます。別冊予算書２０９ページです。 

 福祉保健課業務監。 

〇福祉保健課業務監（今田朝幸君） それでは、各会計予算書の２０９ページをお開きく

ださい。 

 議案第８号 令和３年度訓子府町国民健康保険特別会計予算につきまして、別冊の予算

案の説明資料を含めてご説明申し上げます。 

 まず、予算書に入る前に、別冊の「各会計予算案の説明資料」の方をご覧いただきたい

と思います。 

 ２３ページから２６ページにわたり国保会計の概要を記載してございます。こちらの内

容につきましては、説明の方を省略させていただきますけども、予算編成にあたっての基

本的な考えとしまして、収入の国保税につきましては、事業費納付金に見合うように計上、

道支出金につきましては、北海道からの通知額等により計上してございます。一般会計繰

入金は、法定の繰り入れ分を計上してございます。 

 歳出につきましては、前々年度の医療費実績見込み等から推計しました保険給付費と北

海道からの通知によります事業費納付金を計上したほか、一般管理費に北海道クラウド運

用にかかる各種負担金を、保健事業費では、特定健診等にかかる費用を計上してございま

す。 

 次に、資料の８ページをご覧いただきたいと思います。 

 こちら、財政調整基金及び特定目的基金の保有状況でございます。下から３行目でござ

います。国保会計の財政調整基金保有状況を記載しておりますけども、基金は一般会計か

ら繰り入れます普通交付税に算入されております財政安定化支援分６０万６千円と、預金

利子１千円を積み立てしまして、前期高齢者交付金等の精算による返還分としまして、基

金の方から１，００２万４千円を取り崩し、令和３年度末の保有見込額は４，７３２万５

千円となる見込でございます。 
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 それでは、予算書の方、２０９ページの方、お戻りいただきたいと思います。 

 議案第８号 令和３年度訓子府町国民健康保険特別会計予算の第１条では、予算の総額

を歳入歳出それぞれ８億５，３４０万円と定めるものでございます。 

 この予算は、前年度当初と比較しまして１，２５０万円、１．５％の増額計上となって

ございます。 

 第２条では、一時借入金の借入限度額を前年度同額の３千万円と定めるものでございま

す。 

 第３条では、歳出予算の流用についての定めでありますが、保険給付費と国民健康保険

事業費納付金の各項の予算に過不足が生じた場合に、同一款内で各項間の流用ができるこ

とを定めているものでございます。 

 次に２１０ページ、２１１ページにつきましては、款項ごとのそれぞれ額を記載してお

りまして、２１２ページ、２１３ページには総括表を載せてございます。後ほどご覧いた

だくことといたしまして、２１４ページ以降の事項別明細書によって、その特徴的なもの

に限りまして説明をさせていただきます。 

 それでは、２１４ページの歳入の方から説明させていただきます。 

 見開きで左側が款・項・目、右側のページが節と説明を載せてございますので、両方の

ページを見ながらお聞きいただきたいと思います。 

 １款、１項、１目の一般被保険者国民健康保険税でございますが、総額では、前年度比

５４０万７千円増の２億５，５８９万７千円を見込んでございます。 

 ２１５ページの１節、医療給付費分現年課税分につきましては、世帯数で８８２世帯、

被保険者数は１，８８８人を見込んで、低所得者軽減分、限度額超過分などを勘案した上

で、事業費納付金に見合うように算定し、収納率を９９％と見込んで１億７，８５８万円

を計上しております。 

 ２節の医療給付費分滞納繰越分につきましては、前年度同額の１００万円を計上してお

ります。 

 ３節の後期高齢者支援金分現年課税分につきましては、先ほどの医療給付費分現年課税

分と同様に算出し５，１１３万３千円を計上しております。 

 ５節の介護納付金分現年課税分につきましては、世帯数で４５２世帯、被保険者数は６

４７人を見込んで２，５１８万２千円を計上しております。 

 次に、２１６ページの２段目になります。 

 ２款、１項、１目、保険給付費等交付金につきましては、２１７ページの１節、普通交

付金としまして、保険給付にかかる交付金分５億２，１１４万２千円を計上。 

 ２節、特別交付金には、保険者努力支援分３２０万８千円、特別調整交付金分（市町村

向け）に、「特定健診受診率向上支援等共同事業」に対する補助等を含めまして６２１万７

千円、道繰入金（２号分）に１，０８８万７千円、特定健康診査等負担金に２２８万６千

円の計２，２５９万８千円を計上しております。 

 一番下の表になります。 

 ４款、１項、１目の財政調整基金繰入金につきましては、前期高齢者交付金等の精算に

より返還額が確定したことから１，００２万４千円を計上。 

 ２１８ページの上段、２項、１目の一般会計繰入金、２１９ページになりますが、１節、
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保険基盤安定繰入金は、前年度実績額により保険税軽減分としまして２，０９４万２千円

と保険者支援分としまして１，４６９万６千円を合わせ３，５６３万８千円を計上。 

 ２節の出産育児一時金繰入金は４２０万円を。 

 ３節の財政安定化支援事業繰入金は、昨年度の普通交付税措置実績額の６０万６千円を

計上。 

 ４節、その他一般会計繰入金は、国保会計を運営するための事務費等に要する経費２７

０万７千円を町の負担分としまして繰り入れするものであります。 

 一番下段になりますけども、６款、３項、４目、雑入につきましては、特定健診にかか

る自己負担額の計上分ですが、集団健診５９０名のうち、誕生健診の１１０名を除く、４

８０名分の自己負担分としまして５７万６千円を計上しております。 

 ２２２ページの歳出の方になります。 

 １款、１項、１目の一般管理費および２目の連合会負担金につきましては、国保一般事

務に要する経費としまして、合わせて前年度比７０万９千円減の６９７万８千円を計上し

てございます。減額の要因ですが、一般管理費での会計年度任用職員にかかる報酬と１２

節、委託料のシステム改修業務の計上がなくなったことによるものでございます。 

 ２２３ページの上段、１８節、負担金、補助及び交付金のオンライン資格確認等システ

ム運営負担金につきましては、本年３月から資格確認が開始されたことにより、令和３年

度からは１２か月分の負担金費用４万４千円を計上。２４節、積立金では、財政調整基金

積立金として、財政安定化支援事業分と基金利子分を合わせまして６０万７千円を計上し

ております。 

 次に、２項、徴税費につきましては、徴収事務にかかる事務的経費としまして３８万９

千円を計上しております。 

 ２２４ページになります。 

 ３項、運営協議会費につきましては、運営協議会の事務的経費としまして、前年比２万

５千円減の１０万６千円を計上しており、こちらは３年に一度、札幌市での運営協議会会

長研修会旅費の計上がなくなったことによるものでございます。 

 ２段目の２款、１項、療養諸費の積算につきましては、前年度からの給付、支払実績か

ら推計し計上してございますので、ご理解お願いいたします。 

 まず、１目の療養給付費は、前年同額の４億５千万円を計上。 

 ２目の療養費は、前年度比１００万円減の６００万円を計上。 

 ３目の審査支払手数料は、前年度比１２万３千円減の１３８万７千円を計上してござい

ます。 

 次に、２項、高額療養費につきましても、療養諸費と同様に前年度の実績により推計し、

計上してございます。 

 １目の高額療養費は、前年度比８００万円増の５，６００万円を計上。 

 ２目の高額介護合算療養費は、前年同額の１００万円を計上しております。 

 次に、２２６ページになります。 

 ２段目の、４項、１目の出産育児一時金につきましては、前年同額の６３０万円、１５

人分を計上。 

 ５項、１目の葬祭費につきましても、前年同額の４５万円を計上しております。 
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 ６項、１目の傷病手当金につきましては、新型コロナウイルス感染症に感染した被保険

者に対して、感染により労務ができない期間のうち労務を予定していた日について、傷病

手当金が支給される制度でございますが、適用期間が本年３月末までとなっていたものが

令和３年６月末までに適用期間が延長されたことから、科目計上しているところでござい

ます。 

 ２２８ページなります。 

 ３款、国民健康保険事業費納付金は、北海道へ納付金を支払うための科目で、その金額

は北海道からの通知に基づき計上してございます。 

 １項、１目の医療給付費分につきましては、前年度比８５７万５千円増の２億３，５９

４万２千円を計上。 

 ２項、１目の後期高齢者支援金等分につきましては、前年度比１０７万９千円減の５，

６６８万２千円を計上、 

 ３項、１目、介護納付金分につきましては、前年度比１９６万４千円減の１，９８９万

円を計上しております。 

 一番下の５款になりますけども、１項、１目の財政安定化基金拠出金につきましては１

千円を計上。これは、平成３０年９月の北海道胆振東部地震で被害を受けました厚真町・

安平町・むかわ町の３町が地震の影響により、保険料必要額を確保することができなかっ

たことから、不足分を道の財政安定化基金から交付を受けてございます。交付を受けまし

た翌々年度から国と道と全道の自治体において、それぞれ３分の１を拠出することから、

本町分としまして３７６円を拠出するものです。 

 ２３０ページになります。 

 一番上ですけども、６款、１項、１目の特定健康診査等事業費につきましては、国保の

４０歳から７４歳の被保険者を対象としました特定健診と特定保健指導に要する経費の計

上分でございますけども、前年度比９万３千円増の５２４万１千円を計上しております。

増額の要因としましては、特定健診にかかる１人当たりの健診単価の増によるものでござ

います。 

 右側の２３１ページでございますけども、１１節の役務費は、特定健診のための郵送料

や特定健診データ管理システム手数料としまして４７万５千円を計上。１２節の委託料は、

特定健診業務にかかる費用でございますけども、７３０名分の基本健診料などとしまして

４７５万７千円を計上しております。 

 次に、２項、１目の保健事業総務費につきましては、保健事業に要する経費となってお

りますけども、前年度比７３万４千円増の６６２万７千円の計上でございます。 

 ２３１ページ中段の説明欄の１節、未受診者への勧奨事務等にあたる会計年度任用職員

への報酬２７万９千円を、７節、健診結果説明会での栄養相談業務など臨時管理栄養士へ

の報償費１２万７千円を計上しております。役務費は、医療費通知等の郵送料や臨時管理

栄養士への傷害保険料を合わせまして３１万１千円を計上。委託料のうち独自健診業務に

８９万９千円、医療費等通知等の共同電算処理特別業務に６万９千円を計上。１８節、負

担金、補助及び交付金の特定健診受診率向上共同事業負担金につきましては、昨年度はこ

ちらは委託料で計上していたものを負担金に科目替えしたもので４４０万１千円を、あと

健康診査助成金の方は、脳ドックに対する助成金でございますが、前年同額の１５人分３
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０万円を計上しております。 

 以上、令和３年度訓子府町国民健康保険特別会計の予算について、提案理由の説明をさ

せていただきました。ご審議の上、ご決定賜りますようよろしくお願い申し上げます。 

〇議長（須河 徹君） 次に、議案第９号 令和３年度訓子府町後期高齢者医療特別会計

予算についての提案理由の説明を求めます。別冊予算書２３５ページです。 

 福祉保健課業務監。 

〇福祉保健課業務監（今田朝幸君） 各会計予算書の２３５ページをお開き願います。 

 議案第９号 令和３年度訓子府町後期高齢者医療特別会計予算につきまして、別冊の各

会計予算案の説明資料を含めてご説明申し上げます。 

 予算書の説明に入ります前に、別冊の方の「各会計予算案の説明資料」の方を見ていた

だきたいと思います。 

 こちら２７ページから２８ページに後期高齢者医療会計の概要を記載しております。こ

ちらの資料の説明の方は省略させていただきますが、予算編成にあたっての基本的な考え

方としまして、歳入では、後期高齢者医療制度において、財政運営期間が２年間とされて

おりまして、保険料につきましては、令和２年度が２年ごとの見直しの年となっておりま

して、令和２年度と令和３年度の医療費等の推計により、北海道後期高齢者医療広域連合

の方から示された保険料を計上してございます。また、低所得者の保険料軽減分や広域連

合への事務費等についても広域連合から示された額を一般会計から繰入金として計上して

ございます。 

 歳出につきましては、所要の事務費のほか、後期高齢者医療広域連合への納付金を計上

してございます。 

 それでは、予算書の２３５ページの方に戻りまして、内容の方を説明させていただきま

す。 

 議案第９号 令和３年度訓子府町後期高齢者医療特別会計予算の第１条では、予算の総

額を歳入歳出それぞれ９，５３０万円と定めるものであります。 

 この予算は、前年度当初予算と比較しまして５７０万円、６．４％の増となってござい

ます。 

 ２３６、２３７ページにつきましては、款項ごとの、それぞれの額を記載しておりまし

て、２３８、２３９ページには総括表を載せておりますので、後ほどご覧いただくことと

しまして、２４０ページ以降の事項別明細書によって、その特徴的なものについて説明さ

せていただきます。 

 ２４０ページの歳入でございます。 

 １款、１項の後期高齢者医療保険料でありますが、北海道後期高齢者医療広域連合が定

めた保険料額に基づき計上しており、保険料算定の基礎となる均等割額は５万２，０４８

円、所得割率は１０．９８％としており、保険料総額では、前年度比６４２万７千円増の

６，５８５万３千円を計上しております。 

 １目、１節、特別徴収保険料は、被保険者数を７９８人と見込み、保険料額３，８８２

万４千円を計上。２目、１節、普通徴収保険料は、被保険者数を２４９人と見込み、保険

料額２，６９７万９千円を計上。２節の普通徴収保険料滞納繰越分は、前年同額の５万円

を計上しております。 
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 次に、２款、１項、１目の保険基盤安定繰入金につきましては、低所得者の保険料軽減

分として道と町の負担分を合わせまして、前年度比１６万５千円減の２，３３６万６千円

を計上しております。 

 ２目の事務費繰入金につきましては、広域連合への共通経費分と事務経費分を合わせま

して、前年度比２３万２千円減の５９７万１千円を計上しております。減額の要因としま

しては、軽減対象者の減と後期高齢者医療広域連合で示す共通経費にかかる繰入金額が減

額になっていることによるものでございます。 

 次に、４款、２項、１目の保険料還付金につきましては、納めすぎた保険料が広域連合

の方から還付されるもので、前年度同額の１０万円を計上してございます。 

 次に、２４４ページ、歳出になります。 

 １款、１項、１目の一般管理費につきましては、右側の２４５ページになりますけども、

調整会議や研修会等への参加するための旅費、プリンタートナー等の消耗品費、被保険者

証の一斉更新による郵便料の通信運搬費、後期高齢者医療システム保守業務、後期高齢者

医療システム使用料など、一般事務に要します経費としまして、前年度比６万円増の２７

５万６千円を計上しております。 

 次に、２項、１目の賦課徴収費につきましては、賦課通知送付用の窓あき封筒や保険料

決定通知証送付のための郵便料など１５万１千円を計上しております。 

 次に、２款、１項、１目の後期高齢者医療広域連合納付金につきましては、２４５ペー

ジの広域連合共通経費の市町村負担分としまして、事務費納付金３０６万６千円を計上。

また、収納した保険料分と低所得者の保険料軽減分の保険基盤安定負担金を合わせた保険

料等納付金としまして８，９２２万円を計上。後期高齢者医療広域連合納付金の総額は、

前年度比５９７万円増の９，２２８万６千円を計上しております。 

 ２４６ページになります。 

 ３款、１項、１目の保険料還付金につきましては、納めすぎた保険料の還付金として、

歳入同額の１０万円を計上しております。 

 最後になりますけども、２４２ページの下段、一番下の表、広域連合補助金とあと２４

６ページの下段の表、保険事業費の科目につきましては、こちら被保険者の脳ドック助成

金としまして、費用の全額を広域連合からの長寿健康増進事業交付金として交付を受けて

実施していた事業でございますけども、令和３年度から補助対象外となったことから、歳

入歳出とも廃目としまして、こちらの事業は一般会計において継続することとしてござい

ます。 

 以上、令和３年度訓子府町後期高齢者医療特別会計予算について、提案理由の説明をさ

せていただきました。ご審議の上、ご決定賜りますようよろしくお願い申し上げます。 

〇議長（須河 徹君） 次に、議案第１０号 令和３年度訓子府町介護保険特別会計予算

についての提案理由の説明を求めます。別冊予算書２４８ページです。 

 福祉保健課業務監。 

〇福祉保健課業務監（今田朝幸君） 予算書の２４８ページをお開き願います。 

 議案第１０号 令和３年度訓子府町介護保険特別会計予算につきまして、別冊の予算案

の説明資料を含めて説明の方をさせていただきます。 

 最初に別冊の「各会計予算案の説明資料」２９ページから３４ページに介護保険会計の
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概要を記載してございます。 

 内容につきましては、説明の方を省略させていただきますが、予算編成にあたっての基

本的な考えとしまして、歳入では、令和３年度から令和５年度までの第８期事業期間に要

する保険給付費を基礎として積算しました介護保険料をはじめ、国庫支出金、支払基金交

付金、道支出金を計上したほか、介護認定等にかかる所要額を含めた町負担分の一般会計

からの繰入金を計上しております。 

 また、歳出は、保険給付費、介護認定審査会費、事業の運営経費等のほか、地域支援事

業費では、介護予防・日常生活支援総合事業と包括的支援事業・任意事業分を計上してご

ざいます。 

 資料の８ページをお開きいただきたいと思います。 

 こちらに基金の保有状況が載ってございますけども、下から２段目に記載してあります

ように、介護保険特別会計収支の不足分の取り崩しを行うことにより、令和３年度末の介

護給付費準備基金保有見込額は７７８万７千円となる見込みでございます。 

 それでは、予算書の方２４８ページに戻りまして、内容の方を説明させていただきます。 

 議案第１０号 令和３年度訓子府町介護保険特別会計予算、第１条では、予算の総額を

歳入歳出それぞれ５億８，９４０万円と定めるものであります。 

 この予算は、前年度当初と比較しまして２７０万円、０．５％の増額計上となっており

ます。 

 第２条では、一時借入金の借入最高額を前年同額の３千万円と定めるものであります。 

 第３条では、歳出の流用についての定めでありますが、保険給付費の各項の予算に過不

足が生じた場合に、同一款内で各項間の流用ができることを定めるものであります。 

 次に２４９ページ、２５０ページにつきましては、款項ごとにそれぞれの額を記載して

おりまして、２５１、２５２ページには総括表を載せておりますので、ご覧いただくこと

としまして、２５３ページ以降の事項別明細書によって、特徴的なものについて説明させ

ていただきます。 

 それでは、２５３ページの歳入でございます。 

 １款、保険料でございますが、第８期介護保険事業計画によりまして、令和３年度から

令和５年度までの基準保険料を月額５，６５０円、年額で６万７，８００円として算定し

てございます。 

 また、保険料段階は、負担が過重にならないよう、国の標準段階と同じく第１段階から

第９段階としまして、第１段階から第３段階までの低所得者への保険料軽減を図っており

ます。 

 １項、１目、第１号被保険者保険料、２５４ページの１節、特別徴収保険料につきまし

ては、被保険者総数を１，６９８人と見込み、保険料額を１億１４８万８千円。 

 ２節の普通徴収保険料につきましては、被保険者総数を１７２人と見込み、保険料額を

１，０７８万７千円とし、介護保険料の総額を前年度比８３１万３千円増の１億１，２２

７万６千円を計上しております。 

 次に、２款、１項、１目、介護給付費負担金につきましては、現年度分としまして、保

険給付費に対する国のそれぞれの負担割合を乗じた９，５１２万円を計上しております。 

 ２項、１目、調整交付金につきましては、財政力格差調整のための交付金でございます
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が、現年度分としまして、過去の実績から保険給付費の７．６６％の３，８６１万９千円

を計上しております。 

 ２５５ページになります。 

 ２目、地域支援事業（介護予防・日常生活支援総合）交付金につきましては、現年度分

で、介護予防・日常生活支援総合事業費に要する費用の２５％、３６２万２千円を計上。 

 ３目の地域支援事業（包括的支援・任意）交付金につきましても、現年度分としまして、

包括的支援事業・任意事業費に要する費用に対し、３８．５％の４４７万３千円を計上。 

 ４目、保険者機能強化推進交付金は、高齢者の自立支援・重度化防止等に資する取り組

みに対して交付されるものでございますけども、前年実績額の１０２万７千円を計上して

おります。 

 ５目、介護保険保険者努力支援交付金は、令和２年度に創設されました交付金で、介護

予防や健康づくり等に資する取り組みに対し、評価指標の達成状況に応じて自治体に交付

されるもので、こちらは前年実績額の１１１万２千円を計上しております。 

 次に、３款、１項、１目、介護給付費交付金につきましては、現年度分としまして、保

険給付費の２７％、１億４，８７７万３千円を計上。 

 ２目の地域支援事業支援交付金につきましては、現年度分としまして、介護予防・日常

生活支援総合事業に要する経費の２７％、３９１万２千円を計上しております。 

 次に、４款、１項、１目、介護給付費負担金は、現年度分としまして、保険給付費に対

し、それぞれ道の負担割合を乗じました８，３９５万８千円を計上。 

 ２項、１目、地域支援事業（介護予防・日常生活支援総合）交付金につきましては、現

年度分としまして介護予防・日常生活支援総合事業費の１２．５％の１８１万１千円を。 

 ２目の地域支援事業（包括的支援・任意）交付金につきましては、現年度分としまして、

包括的支援事業・任意事業費の１９．２５％の２２３万６千円をそれぞれ計上しておりま

す。 

 ２５７ページ、表の３段目になります。 

 ６款、１項、１目、介護給付費準備基金繰入金につきましては、介護保険特別会計の収

支の不足分７３万２千円を繰り入れするものであります。 

 ２項、１目、一般会計繰入金、２５８ページの１節、介護給付費繰入金につきましては、

保険給付費に要する町の負担分１２．５％の６，８８７万７千円を。 

 ２節の地域支援事業（介護予防・日常生活支援総合）繰入金は、介護予防・日常生活支

援総合事業に要する町の負担分１２．５％の１８１万１千円を。 

 ３節の地域支援事業（包括的支援・任意）繰入金は、包括的支援事業・任意事業費分の

１９．２５％の２２３万６千円を。 

 ４節、その他一般会計繰入金につきましては、特別会計を運営するための事務費等に要

する経費としまして１，２１６万３千円を。 

 ５節、低所得者保険料軽減繰入金につきましては、第１段階を０．５から０．３に、第

２段階を０．６３から０．５に、第３段階を０．７５から０．７とそれぞれの基準額に対

する負担割合に軽減するため６６１万９千円をそれぞれの負担分として繰り入れするもの

であります。 

 ２６１ページの歳出の説明になります。 
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 １款、１項、１目、一般管理費でございます。介護保険一般事務に要する経費でござい

ますけども、委託料では、補足給付における限度額の見直しや高額介護サービス費の自己

負担額の見直し等に伴う介護保険システム改修業務としまして１８７万円を計上、講演業

務としまして８万５千円を計上しております。令和２年度につきましては介護職員スキル

アップ研修会講師謝礼として計上していたものを委託料に科目を替えをしてございます。

使用料及び賃借料ですけども、データセンターによる介護保険システムの運用経費としま

して、介護保険システム使用料９５万７千円を、負担金、補助及び交付金は３施設への求

人広告費の補助金３０万円などを含めまして３４万４千円を計上、一般管理費の合計では

４７５万７千円を計上してございます。 

 次に、２項、徴収費、１目の賦課徴収費につきましては、納付書や督促状の送付に使用

します窓開き封筒の印刷費や、郵便料としまして１８万４千円を計上してございます。 

 ３項、１目の介護認定審査会費につきましては、北見市、置戸町と共同設置しておりま

す介護認定審査会経費としまして３７０万４千円を計上。 

 ２６３ページになります。 

 ２目の認定調査費では、介護認定調査に要する経費としまして２６１万４千円を計上し

ております。 

 続きまして、４項、１目の趣旨普及費につきましては、介護保険制度のＰＲを図るため

の経費としまして、前年度比３２万７千円増の８３万４千円を計上しております。 

 その下の、計画策定委員会費につきましては、第８期介護保険事業計画策定終了のため、

予算計上はございません。 

 次に、２款、１項、１目、居宅介護サービス給付費でございますが、居宅要介護被保険

者の居宅サービスにかかる給付で１億２，３５２万７千円を計上。 

 次に、２６５ページになりますけども、３目、地域密着型介護サービス給付費は、認知

症対応型共同生活介護に対する給付に７，９４４万２千円を計上。５目、施設介護サービ

ス給付費は、施設サービスにかかる給付としまして２億６，５５９万２千円を、７目、居

宅介護福祉用具購入費は、前年同額の１００万円を、８目、居宅介護住宅改修費につきま

しても、前年同額の２００万円を計上。９目、居宅介護サービス計画給付費は２，０１９

万６千円を計上しております。 

 ２項、介護予防サービス等諸費につきましては、要支援１、要支援２の被保険者に対す

る介護予防に要する経費を計上しております。 

 １目、介護予防サービス給付費は、居宅の要支援者に対する給付でありまして、前年度

比４０万１千円減の４２７万６千円を計上。 

 次に２６７ページになります。 

 ５目、介護予防福祉用具購入費は５０万円を計上。６目、介護予防住宅改修費に１５０

万円を計上。７目、介護予防サービス計画給付費につきましては、ケアプランの作成給付

でございますが、前年度比２２万７千円増の１８４万８千円を計上しております。 

 ３項、１目、審査支払手数料は、介護給付費の請求にかかる審査支払にかかる手数料と

しまして、前年同額の４０万円を計上しております。 

 ４項、１目、高額介護サービス費は、要介護被保険者の介護サービス自己負担額が一定

額を超えた場合に給付するものでありますが１,３４６万１千円を計上。 
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 ２目の高額介護予防サービス費は、要支援者に対する高額給付費で、前年同額の１０万

円を計上しております。 

 ５項、１目、高額医療合算介護サービス費は、要介護被保険者の介護保険と、医療保険

の自己負担の合計額が年間で一定額を超えた場合に給付をするものでございますが２６０

万円を計上しております。 

 ２６９ページになります。 

 ２目、高額医療合算介護予防サービス費につきましては、要支援者に対します給付とな

りますが１０万円を計上しております。 

 ６項、１目、特定入所者介護サービス費は、施設入所者への食費、居住費の補足的給付

としまして、前年度比１９９万円減の３，４３６万円を計上。 

 ３目、特定入所者介護予防サービス費は、要支援者の短期入所サービス利用者に対する

食費、滞在費の補足的給付としまして１０万円を計上しております。 

 ３款、１項、１目、介護予防・生活支援サービス事業費につきましては１，４０１万１

千円を計上しています。主な内容としましては、２７０ページになりますけども、委託料

のサービス計画作成業務に１００万８千円、運動指導等業務に１６５万１千円。負担金、

補助及び交付金の介護予防・生活支援サービス事業費では、要支援者にかかる訪問介護・

通所介護事業に１，１２８万円を計上しております。 

 次に、２目、一般介護予防事業費につきましては、住民が主体的に実施する活動の普及

推進や身近な地域での介護予防事業の実施を目的に４７万９千円を計上しております。主

な内容でございますけども、２７２ページの委託料の老人クラブや町内会の集いのほか、

いきいき百歳体操への専門職派遣による運動指導等業務に２９万８千円を計上しておりま

す。 

 次に、２項、包括的支援事業・任意事業費、１目の総合相談支援事業費につきましては、

地域における関係者とのネットワークを構築するとともに、高齢者の心身の状況や、生活

実態、必要な支援等を把握し、相談を受け、地域における適切な保健・医療・福祉サービ

スなどにつなげる支援を行うための経費としまして７３４万７千円を計上しております。

主な内容としましては、一般会計繰出金に、地域包括支援センター職員の人件費分としま

して７２９万２千円を計上しております。 

 ３目、包括的・継続的ケアマネジメント支援事業費につきましては、主治医・ケアマネ

ージャー・地域の関係機関との連携を通じまして、ケアマネジメントの後方支援を行うた

めの経費としまして前年度比１１万４千円減の９万８千円を計上しております。 

 ４目、地域包括支援センター運営費につきましては、介護サービス事業者のネットワー

クなど支援システムを構築する取り組みや地域包括支援センターの運営協議会に要する経

費としまして１２０万８千円を計上しております。 

 ２７３ページになります。 

 ５目、生活支援体制整備事業費につきましては、生活支援・介護予防サービスの体制整

備にかかる協議体や生活支援コーディネーターの経費で１２６万７千円を計上しておりま

す。２７４ページになりますけども、生活支援コーディネーター業務にかかる委託料とし

まして１１５万２千円を計上してございます。 

 ６目、認知症総合支援事業費につきましては、認知症初期集中支援推進事業にかかる経
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費としまして３９万９千円を計上。主な内容でございますけども、２７４ページの委託料

としまして、認知症を含めた集いの場におけます相談ですとか支援業務等にあたる専門職

派遣業務に６万円、北見赤十字病院への認知症初期集中支援チーム業務に２８万３千円を

計上しております。 

 ７目、在宅医療・介護連携推進事業費につきましては、在宅医療と介護の連携に要する

経費として２３万５千円を計上しております。 

 ８目、地域ケア会議推進事業費につきましては、前年度比９万円増の１３万５千円を計

上しております。こちらは、地域ケア会議におけるリハビリ専門職以外の助言者、薬剤師

とか看護師等々でございますけども、こちらへの、ケアマネジメント支援にかかる報償費

が増えたことによるものでございます。 

 ９目、任意事業費は、認知症高齢者等に対する成年後見制度利用にかかる経費、それと

家族介護用品購入に対する助成費用等としまして９２万１千円を計上してございます。 

 以上、令和３年度介護保険特別会計の予算につきまして、提案理由の説明をさせていた

だきました。ご審議の上、ご決定賜りますようよろしくお願い申し上げます。 

〇議長（須河 徹君） 次に、議案第１１号 令和３年度訓子府町下水道事業特別会計予

算についての提案理由の説明を求めます。別冊予算書２８０ページです。 

 上下水道課長。 

〇上下水道課長（渡辺克人君） 各会計予算書の２８０ページをお開き願います。 

 議案第１１号 令和３年度 訓子府町下水道事業特別会計予算につきましてご説明いた

します。 

 予算書に入ります前に、別冊の「各会計予算案の説明資料」の３７ページをご覧いただ

きたいと思います。 

 下水道会計の予算編成にあたっての大筋を記載しております。 

 まず、歳入については、特に国庫支出金に下水処理施設において大規模な設備更新を昨

年度に引き続き予定しており１億円を上回る補助金を計上しております。 

 また、地方公営企業法適化にむけた移行業務の財源として、地方公営企業会計適用債を

計上しております。 

 次に、歳出については、歳入でご説明した下水道施設の設備改修にかかる工事費用を、

また地方公営企業法適用にかかる業務委託料を計上しております。 

 なお、３５ページ、３６ページに下水道事業特別会計の概要を、３７ページの中段には、

投資的事業の内訳を載せておりますので、後ほどご覧いただきたいと思います。 

 それでは、予算書の２８０ページに戻りまして、まず、第１条第１項で予算の総額を歳

入歳出それぞれ３億９，６００万円と定めるものであります。 

 また、第２項では、歳入歳出予算の区分ごとの金額は、次ページの第１表 歳入歳出予

算によると規定しております。 

 第２条では、債務負担行為を、第３条では、地方債について定めておりますが、後ほど

第２表と第３表で説明させていただきます。 

 第４条では、一時借入金の借り入れ最高額を１億円と定めております。 

 それでは、２８３ページをお開きください。 

 第２表は、債務負担行為の内容であります。 
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 地方公営企業法適用事業でございますが、国から令和５年度までに下水道事業を地方公

営企業法の適用に移行することが要請されており、その移行事務には「固定資産台帳の整

備」「各種システムの整備等」「法適用に伴う事務手続き」「法適用初年度の予算」「打切決

算」等の準備が３年間に及ぶため、期間を令和３年度から令和５年度、限度額を４，８９

５万円とするものです。 

 次に、第３表の地方債でありますが、起債限度額を農業集落排水事業で１億４８０万円、

個別排水処理施設整備事業で１，３７０万円、地方公営企業法適用事業で１，７３０万円、

合わせて１億３，５８０万円と定めようとするものであります。 

 それでは、総括の部分は割愛しまして２８６ページの事項別明細書、歳入をご覧くださ

い。 

 右側の説明欄の特徴的な部分について説明いたします。 

 ２款、１項、１目、農業集落排水施設使用料につきましては、前年度使用料の実績を勘

案し５，０２８万６千円を計上しております。 

 ２目、個別排水処理施設使用料につきましては、本年度の新規設置数なども見込み１，

５３４万６千円を計上しております。 

 ３款、１項、１目の国庫補助金につきましては、農山漁村地域整備交付金事業により農

業集落排水管理センターの設備改修のための工事費など２億９７０万円に対する補助率５

０％ということで１億４８５万円を計上しております。 

 次に、２８８ページ、４款、１項、１目、一般会計繰入金につきましては、歳出総額か

ら分担金、使用料、補助金、町債等の自主財源および特定財源を差し引き、その不足額を

一般会計から繰り入れするもので、前年度と比較し８４９万５千円減となる７，７３０万

円を計上しております。 

 ６款、３項、１目、雑入につきましては、消費税の還付金ですが、令和２年度の決算見

込みを基に消費税の算出を行ったところ課税売上消費税に比べ課税仕入れ消費税が多くな

る見込みとなったことから１，０１４万３千円を計上しております。 

 次に、７款、１項、１目、農業集落排水事業債につきましては、農業集落排水事業の補

助残に充てるため下水道債と過疎債合わせて１億４８０万円を計上しております。 

 ２目、個別排水処理施設整備事業債につきましては、工事費の起債対象経費分として下

水道債と過疎債合わせて１，３７０万円を計上しております。 

 次に、２９０ページ、３目、公営企業会計適用債につきましては、国から令和５年度ま

でに下水道事業を地方公営企業法の適用に移行することが要請されていることから、それ

に要する令和３年度分の費用として１，７３０万円を計上しております。 

 次に、２９２ページからの歳出について説明いたします。 

 全体を通しまして需用費などの物件費や委託料については、各施設の運転運用にかかる

資材費や燃料代、委託業務経費となっており、前年度の実績を基本に計上しておりますの

で増減の大きな部分を中心に説明させていただきます。 

 １款、１項、１目、一般管理費につきましては、前年と比較し１，４５０万１千円増の

１，９９３万円を計上しております。 

 １２節、委託料は、下水道事業を地方公営企業法に適用するため令和３年度につきまし

ては、固定資産評価業務の費用として１，７３２万５千円を計上しております。 
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 １８節、負担金、補助及び交付金の会議等負担金では、旅費の関連で講習受講負担金２

万７千円の増額を含め４万８千円を計上しております。 

 ２７節、繰出金は、使用料賦課徴収経費の下水道負担分として、水道事業会計へ繰り出

すものですが、検針業務委託料の増などにより、前年と比較し２５万２千円増の２２２万

６千円を計上しております。 

 次の２項、１目、農業集落排水管理費につきましては、前年度と比較し２６万９千円増

の６，５２８万６千円を計上しております。 

 １０節、需用費、修繕料では、施設小破損修繕料を実績に基づき５８万円を減じ４４２

万円を計上。 

 同じく、光熱水費では、前年の実績を踏まえ３５万５千円減の１，３５５万２千円を計

上しております。 

 １１節、役務費、手数料では、汚泥引抜手数料について、農業集落排水管理センターの

脱水機の更新工事によりまして、汚泥の脱水が２か月ほどできなくなることから、脱水前

汚泥を北見市の「スクラムミックスセンター」で処理することとしており、工事期間中の

脱水前汚泥を運搬するための引抜料８８万円増の２９９万３千円を計上。 

 １２節、委託料では、１１節、役務費、手数料で説明しました脱水前汚泥を北見市の「ス

クラムミックスセンター」で処理する経費６５万４千円を含め、４，０４６万１千円を計

上しております。 

 次の２９４ページ、２目、個別排水管理費につきましては、前年と比較し６１万７千円

増の１，９６６万７千円を計上しております。 

 １０節、需用費では、合併浄化槽消耗品および付帯設備部品の交換や浄化槽維持にかか

る不具合個所の修繕費用として、前年と比較し１５万円減の５２万５千円を計上。 

 １２節、委託料では、浄化槽点検基数および労務単価の増に伴い、前年と比較し６９万

６千円増の１，６１０万７千円を計上しております。 

 次に、２款、１項、１目、農業集落排水事業費につきましては、前年と比較し３，２３

６万３千円減の２億９８０万３千円を計上しております。 

 １２節、委託料では、平成２８年度から国庫補助事業を活用しながら進めている処理施

設の設備更新について、昨年度末広地区農業集落排水施設工事が終了したため、今年度は

訓子府地区農業集落排水管理センターの工事数量算定と工事監理業務委託費、合わせて３

１０万円減の３３０万円を計上しております。 

 １４節、工事請負費では、令和２年度から令和４年度において実施します設備更新工事

のうち、本年度分の工事費２億６４０万円を計上しております。 

 この財源につきましては、収入でもご説明しましたが、国庫補助金５０％と残りは起債

となっております 

 １８節、負担金、補助及び交付金では、今回の設備更新事業に伴う土地改良事業団体連

合会の特別賦課金１０万３千円を計上しております。 

 ２目、個別排水処理施設整備事業費につきましては、前年と比較し１２８万４千円減の

１，８９２万６千円を計上しております。 

 １４節、工事請負費では、本年度４基の設置工事分のみとなっており、昨年度比１２０

万２千円減の１，６８４万円を計上しております。 
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 ２９６ページ、３款、１項、公債費については、償還計画に基づき必要額を計上してい

ます。 

 続きまして、２９８ページは、債務負担行為のうち当該年度以降支出のあるものの調書

で、前年度末までの支出見込額と本年度以降の支出予定額を掲載しております。２９８ペ

ージの最下段の計の欄にありますように、本年度以降の支出予定額は４，８９５万円で、

そのうち一般財源は５万円となっております。 

 なお、本年度分の支出予定額につきましては、説明資料の３７ページに一覧にしてあり

ますので、後ほどご覧をいただきたいと思います。 

 続きまして、２９９ページにつきましては、地方債の調書であり、令和３年度末におけ

る元金残高は、増減を算定し、表の右下に記載のとおり６億４，７７２万２千円となる見

込みであります 

 以上、令和３年度訓子府町下水道事業特別会計の予算について、その提案理由の説明を

させていただきました。ご審議の上、ご決定賜りますようよろしくお願い申し上げます。 

〇議長（須河 徹君） 次に、議案第１２号 令和３年度訓子府町水道事業会計予算につ

いての提案理由の説明を求めます。別冊予算書３０１ページです。 

 上下水道課長。 

〇上下水道課長（渡辺克人君） 続きまして、各会計予算書３０１ページになります。 

 議案第１２号 令和３年度訓子府町水道事業会計予算につきまして、提案理由の説明を

させていただきます。 

 第１条の規定によりまして、第２条では、業務の予定量を定めております。給水件数は

２，０７５件、年間総給水量は６２万４千㎥、１日平均給水量は１，７０９㎥とし、主要

な建設改良事業につきましては、老朽管更新事業、総事業費２，１７０万円、道道北見置

戸線支障物件移設事業、総事業費１，５００万円、機器更新事業、総事業費１，５００万

円、山林川地区水利施設支障物件移設事業、総事業費６３０万円となっております。 

 次に、第３条では、収益的収入及び支出の予定額を定めるものとして、収入については、

第１款、水道事業収益が第１項、営業収益と第２項、営業外収益と合わせて１億７，３４

７万８千円の計上です。 

 支出については、第１款、水道事業費用が第１項、営業費用、第２項、営業外費用、第

３項、予備費を合わせて１億４，４１６万５千円の計上となります。 

 次に、第４条では、資本的収入及び支出の予定額を定めるもので、収入については、第

１款、資本的収入が第１項、企業債、第２項、補助金、第３項、補償金を合わせて７，４

０８万２千円を計上しております。 

 支出については、第１款、資本的支出が第１項、建設改良費、第２項、企業債償還金を

合わせて１億７８６万５千円の計上でありますが、第４条の括弧書きを記載しております

とおり収入額が支出額に対して不足する額３，３７８万３千円は過年度分損益勘定留保資

金で補填するものであります。 

 なお、３条の収益的収支および４条の資本的収支の計上内容につきましては、後ほど３

０５ページ以降の実施計画説明書で説明させていただきます。 

 次に、３０２ページの第５条の企業債につきましては、表に記載のとおり各事業の起債

限度額の合計を４，８７０万円とし、証書借入で年利５％以内、償還方法は記載のとおり
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となっております。 

 第６条の一時借入金の限度額につきましては１億円と定めております。 

 第７条につきましては、議会の議決を経なければ流用することのできない経費として、

職員給与費２，８２７万７千円と定めております。 

 次に、第８条につきましては、一般会計などからこの会計に補助を受ける金額を２，９

６５万３千円と定めるものです。 

 第９条のたな卸資産につきましては、メーター器等の購入限度額を６６５万３千円と定

めております。 

 それでは、３０５ページ以降の令和３年度訓子府町水道事業会計予算実施計画説明書に

ついて説明させていただきます。 

 まず、収益的収入及び支出については、経営活動に伴い発生する全ての収益と費用を計

上するものですが、全体を通して直近の実績に基づき計上しております。説明については

右側の説明欄に沿って特徴的な部分を中心に説明いたします。 

 まず、収益的収入の１款、１項、営業収益、１目、給水収益ですが、水道料金について

は、過去３年間の使用水量を勘案し１億４，８３８万５千円を計上しております。 

 ２目、その他営業収益ですが、下の負担金、下水道会計負担金では、検針業務委託料の

増などにより２５万２千円増額の２２２万６千円を計上しております。 

 次に、２項、営業外収益、２目、他会計補助金ですが、下水道事業業務併任分として、

人件費補助８３６万８千円を含め１，１７７万１千円を計上しております。 

 ３目、長期前受金戻入は、補助金・工事負担金・受贈財産をもって取得した資産につい

て、その減価償却に合わせ収益化するもので、合計で１，０７３万４千円を計上しており

ます。 

 次に、３０６ページの収益的支出ですが、１款、１項、営業費用、１目、原水及び浄水

費、これは水源施設および浄水施設に要する経費になります。 

 中段の修繕費の開盛浄水場ろ材交換では、維持管理上５年ごとに実施しており、その交

換費用として６６０万円を計上しております。 

 下の負担金の鹿ノ子ダム維持管理負担金については、鹿ノ子ダム維持管理費の増に伴い

前年度より２８万１千円増の１０５万８千円を計上。これらを含め２，４８１万９千円を

計上しております。 

 次に、２目、配水及び給水費、これは配水施設および給水施設に要する経費になります。 

 修繕費の検満メーター設備整備については、１８１基の設置料で３１８万１千円。同じ

く材料費の水道メーター器については、その購入費用として５９５万２千円。これらを合

わせて２，０５３万４千円を計上。 

 次に３０７ページ、３目、総係費ですが、これは事業活動全般に関連する経費になりま

す。 

 給料、手当、賞与引当金繰入額、法定福利費については、職員１名分減の４名分の計上

となっておりますが、収入で説明したとおり下水道事業事務併任分につきましては一般会

計から補助金として充当されております。 

 次の中段の備消品費では、参考図書、事務消耗品のほか、公用車の夏タイヤ買い替え分

を計上し２８万２千円。 
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 ４行下の委託料では、検針等業務委託において、委託料の増などにより４２万４千円増

額の４１４万２千円を計上。これらを合わせて４，６１６万４千円を計上。 

 次に、３０８ページ、４目、減価償却費は、有形・無形固定資産について、それぞれ今

年度費用の該当分３，７８０万円を計上しています。 

 ５目、資産減耗費については、減価償却が終了していない固定資産の廃棄に伴うもので

該当分７８万２千円を計上しています。 

 この２目については、いずれも現金支出の伴わない企業会計特有の予算計上となります。 

 次に、２項、営業外費用、１目、支払利息は、それぞれ必要額８６１万円を計上。 

 ２目、消費税及び地方消費税の消費税納付については、支出よりも収入にかかる消費税

額が大きくなる見込みで４９５万６千円を計上しております。 

 ３目、雑支出は約１％となる水道使用料還付金１９万円を含め２０万円を計上。 

 ３項、予備費については、例年と同額の３０万円を計上。 

 次に、３０９ページ、資本的収入及び支出については、施設の建設など固定資産の取得

に関わる収支を計上するものです。 

 まず、資本的収入でありますが、１款、１項、１目、建設改良費等に充てるための企業

債につきましては、老朽管更新で東２丁目線、西２７号線ほかの２路線。道道北見置戸線、

穂波工区ですが、機器更新、浄水場の水中ポンプ４台ですが、これを予定しており、それ

に充てる企業債４，８７０万円を計上しております。 

 ２項、１目の他会計補助金につきましては、過去に実施しました事業の起債償還元金に

対する一般会計からの補助金１，７８８万２千円を計上しております。 

 ３項、１目、補償金につきましては、山林川と道道北見置戸線の工事に伴う道からの補

償金合わせて７５０万円の計上になります。 

 次に、３１０ページ、資本的支出ですが、１款、１項、１目、施設改良費につきまして

は、山林川地区水利施設支障物件移設事業では、配水管仮設延長４０ｍ、移設延長２６ｍ

分で６３０万円。老朽管更新事業では、東２丁目線、延長１５０ｍ分で９９０万円。西２

７号線ほか、延長１２０ｍ分で１，１８０万円。道道北見置戸線支障物件移設事業では、

延長１６０ｍ分で１，５００万円。機器更新事業、これ水中ポンプ４台ですが１，５００

万円、４事業合わせて５，８００万円を計上しております。 

 ２目、固定資産購入費につきましては、量水器設備費として新設のメーター器１８台の

購入代金７０万１千円を計上しております。 

 ２項、１目、企業債償還金につきましては、償還計画額の４，９１６万４千円を計上し

ております。 

 次に、３１１ページの令和３年度水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書につきま

しては、一年度中の現金の流れを見るための報告書でありますが、業務活動ではプラス５，

１６８万円、投資活動ではマイナス２，８６６万６千円、財務活動ではマイナス４６万４

千円で、トータルの資金増加額はプラス２，２５５万円を予定しています。 

 ３１２ページ、給与費明細書以降の財務諸表等につきましては、後ほどご覧いただくこ

ととし説明は割愛させていただきます。 

 別冊の各会計予算案の説明資料、３８ページには、投資的事業の概要、また、４３ペー

ジと４４ページには、その整備箇所について図示しておりますので後ほどご覧いただきた
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いと思います。 

 以上、令和３年度訓子府町水道事業会計の予算について、その提案理由の説明をさせて

いただきました。ご審議の上、ご決定を賜りますようよろしくお願い申し上げます。 

〇議長（須河 徹君） 以上をもって、議案第１４号、議案第１５号、議案第１６号、議

案第１７号、議案第２０号、議案第７号から議案第１２号までの各案に対する提案理由の

説明が終了いたしました。 

 ここで午後２時３５分まで休憩いたします。 

 

休憩 午後 ２時２２分 

再開 午後 ２時３５分 

 

〇議長（須河 徹君） 休憩前に戻り、会議を再開いたします。 

 

    ◎議案第１３号、議案第１８号、議案第１９号 

○議長（須河 徹君） 次に、日程第２７、議案第１３号、日程第２８、議案第１８号、

日程第２９、議案第１９号を議題といたします。 

 各案に対する提出者からの提案理由の説明を求めます。 

 まず、議案第１３号 訓子府町議会議員及び訓子府町長の選挙における選挙運動の公費

負担に関する条例の制定についての提案理由の説明を求めます。議案書８７ページです。 

 総務課長。 

○総務課長（伊田 彰君） 議案書の８７ページをご覧ください。 

 議案第１３号 訓子府町議会議員及び訓子府町長の選挙における選挙運動の公費負担に

関する条例の制定について。 

 訓子府町議会議員及び訓子府町長の選挙における選挙運動の公費負担に関する条例を次

のように制定しようとするものでございます。 

 公職選挙法の一部を改正する法律（令和２年法律第４５号）が公布されたことに伴い、

訓子府町議会議員及び訓子府町長の選挙における選挙運動の公費負担に関する条例を制定

しようとするものであります。 

 記以下の説明につきましては、次の８８ページをご覧ください。 

 訓子府町議会議員及び訓子府町長の選挙における選挙運動の公費負担に関する条例。 

 第１条では、趣旨として、公職選挙法の規定に基づき、訓子府町議会議員及び訓子府町

長の選挙における選挙運動用自動車の使用、選挙用ビラの作成、選挙運動用ポスターの作

成の公費負担に関し、必要な事項を定めるものとしています。 

 第２条では、選挙運動用自動車の１日当り６万４，５００円で、ハイヤー形式、運転手、

燃料込みの契約の場合に日数をかけた実額分が無料で使用、事業者に直接支払われるもの

でございます。なお、無投票の場合は１日のみ、供託金が没収された場合は支払いの対象

とはならないものであります。 

 第３条は、選挙運動用自動車の使用の契約締結の届出として、選挙運動用自動車使用料

を無料とするためには、ハイヤー方式の場合は一般乗用旅客自動車運送事業を経営する者

と、その他の者、これはレンタカー事業者やマイカー所有の知人等でありますが、生計を
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一にする親族の場合は、自動車を貸し出す業務を行っていなければならないことを規定し

ております。有償契約を締結し選挙管理委員会に届け出なければならないことを規定をし

ております。 

 次の８９ページをお開きください。 

 第４条では、選挙運動用自動車の使用の公費負担額及び支払い手続きについて定めてご

ざいます。選挙運動用自動車の使用に関する負担は一般乗用旅客自動車運送事業者等から

の請求に基づき、支払いをすることを規定しております。 

 第１号では、ハイヤー方式の場合に１日６万４，５００円を上限に使用された日数の合

計額となっております。 

 第２号では、ハイヤー方式以外の契約で、アにつきましては、車輛のみ借り上げの契約、

この場合、１日１万５，８００円を上限に使用された日数の合計金額となっております。 

 イについては、自動車燃料の供給に関する契約の場合、１日当たり７，５６０円を基準

に期間が５日間の場合については３万７，８００円が上限となります。 

 ウについては、運転手の雇用に関する契約である場合、１日当たり１万２，５００円を

上限に運転業務に従事した日の合計額となっております。 

 第５条では、第４条の第１号と第２号の契約が締結されている場合には指定するいずれ

かの契約が締結されているとみなす規定となっております。 

 第６条については、ビラの作成の公費負担の規定。 

 第７条は、ビラの作成の契約締結と選挙管理委員会への届け出を規定。 

 第８条では、ビラ作成の１枚の単価の上限を７円５１銭とし、法の規定の枚数、現段階

におきましては、町議会議員が１，６００枚、町長が５千枚の合計額をビラ作成業者に支

払うことを規定をしております。 

 ９１ページを開いていただき、第９条では、選挙運動用ポスターの作成の公費負担の規

定でございます。 

 第１０条では、ポスター作成の契約締結と選挙管理委員会への届け出の規定。 

 第１１条ではポスター１枚当たり２千円を上限に、枚数はポスター掲示場の数の２０％

の範囲、現在では２６か所ございますので３１枚を上限にポスター作成業者に支払うこと

を規定してございます。 

 いずれの公費負担につきましても供託金が没収された場合には摘要となりません。 

 次に、附則となります。 

 この条例は公布の日から施行し、施行の日以降、その期日を告示される選挙について適

用するものでございます 

 以上、議案第１３号 訓子府町議会議員及び訓子府町長の選挙における選挙運動の公費

負担に関する条例の制定について、提案理由の説明をさせていただきました。ご審議の上、

ご決定いただきますようよろしくお願い申し上げます。 

○議長（須河 徹君） 次に、議案第１８号 訓子府町火入れに関する条例の一部を改正

する条例の制定についての提案理由の説明を求めます。議案書１０２ページです。 

 農林商工課長。 

〇農林商工課長（大里孝生君） 議案第１８号 訓子府町火入れに関する条例の一部を改

正する条例の制定について、提案理由の説明をさせていただきます。 
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 訓子府町火入れに関する条例（昭和５９年条例第２１号）の一部を改正する条例を次の

ように制定しようとする。 

 この１０２ページの一番下に説明とありますけども、今回の改正は町内における森林法

に基づく火入れ実施にあたり、造林のための地
じ

拵
ごしら

えにおける火入れ許可および火入れ従事

者の人数制限について、森林組合や施業を行う業者の実態を考慮し、近隣自治体と同様に

緩和するため、訓子府町火入れに関する条例の一部を改正するものであります。 

 それでは、記以下について説明させていただきます。 

 まず、第７条に次の１項を加えるとありますが、現行の第７条では、１回の火入れ許可

の面積は２ｈａを超えることができず、２ｈａずつ火入れ、消火をすれば、それ以上の面

積を許可できると規定されています。今回、新たに追加する第２項は、町長は造林のため

の地拵えにおける火入れ許可において、枝
し

条
じょう

などを団地内に分散し集積し火入れを行う場

合にあっては、先ほど言った２ｈａを超えることができないと、そういった部分の制限を

緩和して許可することができるというものでございます。 

 続きまして、第１２条に次の１項を加えるとありますが、現行の第１２条第１項では、

火入れ従事者の人数制限を規定しており、１ｈａまでは１５人以上、さらに１ｈａ超える

ごとに１０人ずつ追加するとされています。今回新たに追加する第４項はその部分、町長

は火入れ時期が林野火災危険期間以外、この危険期間というのは４月１日から６月３０日

を指すものであります。それ以外であって、特に危険がないと認める時には先ほど申し上

げた１ｈａ１５人以上、１ｈａ超えていくごとに１０名ずつ追加という部分の制限を緩和

して許可することができるということであります。 

 最後に附則でありますが、この条例は公布の日から施行することとしております。 

 以上、火入れに関する条例の一部を改正する条例の制定について、その提案理由を説明

させていただきました。ご審議の上、ご決定賜りますようよろしくお願いします。 

〇議長（須河 徹君） 次に、議案第１９号 訓子府町道路の構造の技術的基準等に関す

る条例の一部を改正する条例の制定についての提案理由の説明を求めます。議案書１０４

ページです。 

 建設課長。 

〇建設課長（渡辺克人君） 議案書の１０４ページをお開き願います。 

 議案第１９号 訓子府町道路の構造の技術的基準等に関する条例の一部を改正する条例

の制定について、提案理由の説明をさせていただきます。 

 訓子府町道路の構造の技術的基準等に関する条例（平成２５年条例第７号）の一部を改

正する条例を次のように制定しようとする。 

 今回の改正につきましては、このページの一番下の説明欄にもありますように、道路構

造令の改正により、引用する条番号が変更となったことから、訓子府町道路の構造の技術

的基準等に関する条例の一部を改正するものでございます。 

 記以下について説明させていただきます。 

 訓子府町道路の構造の技術的基準等に関する条例の一部を改正する条例。 

 訓子府町道路の構造の技術的基準等に関する条例（平成２５年条例第７号）の一部を次

のように改正する。 

 本則中、「道路構造令第４１条第１項」を「道路構造令第４２条第１項」に改める。 
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 ここで、次の１０５ページをご覧いただきたいと思います。 

 本条例で引用している条文を、新旧対照表に載せてございます。 

表の右側が現行、左側が改正案となっておりまして、改正部分に下線を引いてございます。

改正条文につきましては、第６条、第１０条、第４０条、第４１条となっております。 

 １０４ページにお戻りください。 

 次に、附則の説明をさせていただきます。 

 施行期日について、規定しておりますが、この条例は、公布の日から施行するものであ

ります。 

 以上、議案第１９号 訓子府町道路の構造の技術的基準等に関する条例の一部を改正す

る条例の制定について、提案理由の説明をさせていただきました。ご審議の上、ご決定賜

りますようよろしくお願い申し上げます。 

〇議長（須河 徹君） 以上をもって、議案第１３号、議案第１８号、議案第１９号、各

案に対する提案理由の説明が終了いたしました。 

 ここで議事について、議会運営委員長ならびに副議長と協議のため、暫時休憩といたし

ます。 

 

休憩 午後 ２時５０分 

再開 午後 ２時５１分 

 

〇議長（須河 徹君） 休憩前に戻り、会議を再開いたします。 

 

    ◎議事日程の変更 

〇議長（須河 徹君） お諮りいたします。 

 ただいま、議会運営委員長ならびに副議長と協議の結果、これより、日程の順序を変更

し、日程第３１、報告第１号、日程第３２、報告第２号、日程第３３、報告第３号を先に

審議したいと思います。 

 これにご異議ありませんか。 

（「異議なし」との声あり） 

○議長（須河 徹君） 異議なしと認めます。 

 よって、この際、日程の順序を変更し、日程第３１、報告第１号、日程第３２、報告第

２号、日程第３３、報告第３号を先に審議することに決定いたしました。 

 

    ◎報告第１号 

○議長（須河 徹君） それでは、日程第３１、報告第１号 定期監査結果報告について

を議題といたします。議案書１２０ページです。 

 職員に報告を朗読させます。 

○議会事務局長（山内啓伸君） 議案書１２０ページをお開き願います。 

 報告第１号 定期監査結果報告について。 

 監査委員から定期監査について、次のとおり報告があった。 

 令和３年３月９日提出、訓子府町議会議長、須河 徹。 
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 記、別紙。 

 次のページになりますけども、１２２ページをご覧ください。 

令和３年２月３日 

訓子府町議会議長  須 河  徹    様 

訓子府町監査委員  平 塚 晴 康 

訓子府町監査委員  河 端 芳 惠 

令和２年度 定期監査の結果報告について 

  地方自治法第１９９条第９項の規定によって、令和２年度の定期監査の結果を報告しま

す。 

記 

令和２年度定期監査結果報告書 別紙。 

 １２３ページをお開き願います。 

 「３．監査結果及び意見」という項目がございます。この報告のみを朗読させていただ

きまして、それ以外の報告書の資料につきましては、説明を省略させていただきたいと思

います。 

 ３．監査結果及び意見 

 令和２年度の定期監査は、一般会計、国民健康保険特別会計、後期高齢者医療特別会計、

介護保険特別会計、下水道事業特別会計および水道事業会計の６会計について実施いたし

ました。 

 監査の着眼点は、令和２年４月１日から令和２年１２月３１日までの期間における事務

事業の執行と経営管理の状況を中心としました。 

 監査の具体的内容は、各課等共通事項としては、各課等配当予算の執行状況と備品の調

達および管理状況を、各課個別事項としては、１４項目（別紙１）を重点としたほか、課

で担当している３団体（別紙１別表）の経理事務とその管理を対象としました。 

 また、現地調査として橋梁長寿命化修繕事業の穂波橋・増子橋の実施状況を、学校現地

調査は訓子府中学校の学校経理と学校管理状況について確認を行いました。 

 監査方法は、各課等から提出のあった資料について職員の説明を受け、それをもとに質

疑を行い、関係書類の突合や点検を行いました。 

 この結果、全ての会計等において法令に従い、町の行政執行の方針に合致し、適期、適

正に執行していることを認めます。 

 今後、出納整理期間まで引き続き適正執行に努めるとともに、消防庁舎建設や収束の見

通しが立たない新型コロナウイルス感染症対応などに多額の負担増も見込まれることから、

財源の確保や事務事業の見直しを行うなど、将来に向けた持続可能な財政運営に努められ

ることを望みます。 

 以上でございます。 

○議長（須河 徹君） 以上で、本報告を終わります。 

 

    ◎報告第２号 

○議長（須河 徹君） 次に、日程第３２、報告第２号 出納検査結果報告についてを議

題といたします。議案書１３４ページです。 
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 職員に報告を朗読させます。 

○議会事務局長（山内啓伸君） 議案書の１３４ページをお開き願います。 

 報告第２号 出納検査結果報告について。 

 監査委員から出納検査について、次のとおり報告があった。 

 令和３年３月９日提出、訓子府町議会議長、須河 徹。 

出納検査結果報告 

 地方自治法第２３５条の２第１項による例月出納検査を、令和３年１月１２日町会計管

理者等に対し執行したので、その結果を次のとおり報告します。 

記 

１．出納事務は適法に行われ、異状ないものと認める。 

訓子府町議会議長 須河 徹 様 

令和３年１月１２日 

訓子府町監査委員 平 塚 晴 康 

訓子府町監査委員 河 端 芳 惠 

 

 次のページの１３５ページから１３７ページにつきましては、説明を省略させていただ

きまして、１３８ページをお開き願います。 

出納検査結果報告 

 地方自治法第２３５条の２第１項による例月出納検査を、令和３年２月１０日町会計管

理者等に対し執行したので、その結果を次のとおり報告します。 

記 

１．出納事務は適法に行われ、異状ないものと認める。 

訓子府町議会議長 須河 徹 様 

令和３年２月１０日 

訓子府町監査委員 平 塚 晴 康 

訓子府町監査委員 河 端 芳 惠 

 次のページの１３９ページから１４１ページにつきましても先ほどと同様、説明を省略

させていただきます。 

 続きまして、追加で配布させていただきました３月分の例月出納検査結果についてご報

告を申し上げます。１４２ページでございます。 

出納検査結果報告 

 地方自治法第２３５条の２第１項による例月出納検査を、令和３年３月８日町会計管理

者等に対し執行したので、その結果を次のとおり報告します。 

記 

 １．出納事務は適法に行われ、異状ないものと認める。 

 訓子府町議会議長 須河 徹 様 

令和３年３月８日 

訓子府町監査委員 平 塚 晴 康 

訓子府町監査委員 河 端 芳 惠 

 次のページの１４３ページから１４５ページにつきましても先の２件と同様に説明を省
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略させていただきます。 

 以上でございます。 

○議長（須河 徹君） 以上で、本報告を終わります。 

 

    ◎報告第３号 

○議長（須河 徹君） 次に、日程第３３、報告第３号 所管事務調査結果報告について

を議題といたします。議案書１４６ページです。 

 二つの常任委員会から令和２年度の閉会中に実施した所管事務調査について、会議規則

第４１条第１項の規定により、各常任委員長から報告をいただきます。 

 まず、最初に、総務文教常任委員会からお願いいたします。 

 ３番、工藤弘喜君。 

○総務文教常任委員会委員長（工藤弘喜君） ただいま、議長からのお許しをいただきま

したので、令和２年度総務文教常任委員会所管事務調査の結果について、ご報告を申し上

げます。 

 この所管事務調査につきましては、令和２年第１回定例会におきまして、令和２年度中

閉会中も継続調査ができるよう議決を受け、実施したものであります。 

 具体的な調査および質疑の内容については、省略いたしますが、令和３年１月１５日に

は、委員会としての最終的な協議を行い、全委員の一致した意見として、報告書のとおり

調査所見として、まとめましたので、今後の町政執行にご配慮いただきたいと思います。 

 なお、その内容につきましては、議案書の１４７ページからの２．調査所見の朗読をも

って報告にかえさせていただきたいと思います。 

 （１） 入札執行状況については、町内業者の入札参加の機会確保に配慮しながら、引

き続き公正な執行に努めることを望みます。 

 （２）まちづくり推進会議については、町政への住民参画に向け、新たなまちづくり推

進会議がその機能を発揮できるように充実を図ることを望みます。 

 まちづくりパワーアップ特別対策事業については、実施されていない事業があることか

ら、事業内容の精査も含めこの事業の更なる充実を望みます。 

 車座トークや夜間町長室開放など広聴事業については、今後も継続し幅広い町民からの

意見聴取の場の確保を望みます。 

 （３）国民健康保険事業については、町民負担に配慮した事業の健全な運営を望みます。 

特定健診は、今後も受診率向上に向けた広報に努めるよう望みます。 

 （４）税の収納状況については、職員の徴収努力により、その成果が認められます。 

 なお、税の公平性の原則から、滞納繰越額の縮減と新たな滞納者抑制への取り組みの継

続を望みます。 

 （５）各種福祉施策のうち、子ども医療費助成事業については、子育て支援事業として

評価するものであり、今後も事業継続を望みます。 

 介護保険事業については、利用者の実態に十分配慮した対応を今後も望みます。また、

各地域で介護予防としてのいきいき百歳体操の事業効果が認められ、参加人数も増えてお

り、さらなる普及に努めることを望みます。 

 静寿園待機者については、希望に沿えるよう状況把握に努めることを望みます。 
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 認知症高齢者見守り事業および障害者支援事業については、状況把握に努め、必要なサ

ービス提供につなげることを望みます。 

 除雪サービス事業、高齢者ハイヤー利用サービス事業、路線バス高齢者支援事業につい

ては、事業継続に向けた課題の整理とさらなる利用者への周知を望みます。 

 （６）児童センターについては、子育て・教育面等において大きな効果が認められ、今

後とも利用者の声を生かし、安全に配慮した運営を望みます。 

 （７）各種予防業務の実施については、各種事業内容は充実していると認めます。広報

の工夫が見られますが、受診率向上のため未実施者への啓発に努めることを望みます。 

 （８）子育て支援センターについては、子育て世代への相談の場、母親などの交流・情

報交換の場としての効果が認められ、今後も利用者に寄り添った活動を望みます。 

 （９）こども園の運営については、異年齢教育・保育の効果が見られます。引き続き、

体制整備を含め安全に配慮した運営に努めることを望みます。 

 （１０）スポーツセンターについては、引き続き利用者の安全への配慮に努め、今後に

おいても町内利用者に向けた取り組みを望みます。 

 温水プールについては、事故防止に最善を尽くしながら、今後においては、施設の計画

的な維持管理に努めることを望みます。 

 （１１）図書館の運営については、今後も本に親しむ事業等、図書館の利用拡大に向け

た取り組みの継続を望みます。 

 歴史館の運営については、入館者の拡大を図るとともに、今後もこれまでの歴史を収集

した伝承資料の整備や活用など、後世に残す地道な取り組みを望みます。 

 （１２）青少年研修館については、今後においても施設の目的に沿った利用に努めるこ

とを望みます。 

 （１３）その他委員会の所管に関する事項であります。 

 ①地域担当職員制度については、その成果が認められるところですが、今後においても、

職員の負担を考慮しながら地域との連携を図ることを望みます。 

 ②ふるさと納税については、町のＰＲ効果を認めるものであり、今後も事業継続を望み

ます。 

 ③要保護・準要保護児童生徒の就学援助については、子どもの教育、学習機会を保障す

るため今後も継続し、さらに充実を図ることを望みます。 

 ④地域巡回講座については、講座の内容充実と一層のＰＲを望みます。 

 ⑤文化・芸術振興事業（アート・タウン・プロジェクト事業）については、企画委員会

が中心となり新たな企画・活動につなげたことは評価でき、引き続き町民参画の機会確保

を望みます。 

 レク公園の作品は、展示のテーマのつながりや作品の意味が町民に伝わるような展示方

法となることを望みます。 

 以上をもって、総務文教常任委員会 所管事務調査結果報告とさせていただきます。 

○議長（須河 徹君） 次に、産業建設常任委員会、お願いいたします。 

 ８番、余湖龍三君。 

○産業建設常任委員会委員長（余湖龍三君） それでは、議長からお許しをいただきまし

たので、令和２年度産業建設常任委員会所管事務調査の結果について、ご報告申し上げま
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す。 

 所管事務調査の経過につきましては、先ほど総務文教常任委員会のところで述べられて

いましたので、省略させていただくこととし、本委員会においても令和３年１月１３日に

委員会としての最終的な協議を行い、全委員の一致した意見として、報告書のとおり、調

査所見としてまとめましたので、今後の町政執行にご配慮いただきたいと思います。 

 なお、その内容については、総務文教常任委員会同様、議案書の１５０ページからの２．

調査所見の朗読をもって、報告にかえさせていただきたいと思います。 

 （１）農業振興については、国内外の動向、情報を把握するとともに、関係団体などと

連携し、行政として必要な取り組みを講じることを望みます。 

 多面的機能支払交付金事業については、事業効果は大いに評価するものの、災害時にお

ける迅速な対応などの課題整理に向け、保全会との密な協議を望みます。 

 なお、保全会事業については、行政、保全会、保全会会員のさらなる連携と、保全会会

員の戸数減少により生じる保全会活動の支障解消に向けた取り組みの検討を望みます。 

 訓子府農業の多様性を見据えた農地流動化の検討を望むとともに、担い手対策は、引き

続き地道な活動を願い、婚活事業については新しい試みの効果に期待します。 

 （２）畜産振興については、酪農家の多様な経営形態に応じた振興策を講じるようＪＡ

や関係団体と十分に連携し、畜産クラスター計画など支援制度拡充に向け、国などに対し

強く求めていくことを望みます。 

 また、酪農家の安定経営にとって町営牧場の果たす役割は大きいが、機械導入による支

出増がみられるので、引き続き収支のバランスと利用拡大・安全な管理体制の充実を望み

ます。 

 （３）中小企業の振興については、住環境リフォーム促進事業や店舗出店等支援事業お

よび店舗改修事業などその効果は大いに評価できることから、事業の継続と拡充を望みま

す。 

 就労助成金事業および後継者育成助成金事業についても同様に評価するものであるが、

今後商工会とより連携した事業の推進と本人助成金の支給要件の緩和、あわせて事業効果

と検証を望みます。 

 （４）堆肥供給センターについては、良質でさらに利用者のニーズに応じた堆肥の供給

を図るため、施設等の適切な管理に努めることを望みます。 

 （５）温泉保養センターの運営については、今後も適切な管理のもと維持管理経費の縮

減に努めるとともに、利用者拡大につなげていくことを望みます。 

 （６）町営住宅および町有住宅の維持管理については、住宅使用料滞納額の解消への努

力が認められ、今後も徴収への努力を望みます。滞納者については横の連携をとり、総合

的な対応の検討を望みます。 

 （７）建築および土木事業の執行については、契約に基づき適正に施工されています。

今後とも財政健全化の推進を図るとともに計画的な公共工事の執行を望みます。 

 （８）下水道事業の運営については、施設更新計画に基づき、引き続き施設の適切な管

理と計画的な整備を行いながら、機能維持に努めることを望みます。 

 （９）上水道事業の運営については、安全で安定した水道水の供給に万全を期すととも

に、今後とも水資源の有効活用のためにも漏水箇所の早期把握に努め、有収率の向上を図
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ることを求めます。 

 さらに、老朽管の更新計画については、水道ビジョンを基に財源確保や財政状況を見据

え、計画的な推進を望みます。 

 （１０）道路・河川・橋梁の維持については、災害などにより恒常的に被災する箇所の

解消が望まれ、今後、中・小河川の計画的な維持管理の遂行を望みます。 

 また、道路・河川・橋梁などの改修に関わる財源の確保のため、国などに対し引き続き

制度拡充を求めることを望みます。 

 （１１）公園の維持管理については、各公園の遊具について引き続き安全確保の徹底を

望みます。 

 レクリエーション公園については、日除けや展望台への案内看板の設置など、来園者が

心地よく過ごせるような利便向上に努めるとともに町民の利用促進を求めます。 

 （１２）町有林の維持管理については、森林の持つ水源かん養機能を重視し、町の財産

としてその価値を高めるため、森林整備などに関わる財源確保を引き続き国に対し求める

とともに、関係機関と連携を図り、適切な管理に努めることを望みます。 

 また、森林認証の活用・ＰＲなどにより、木材産業活性化への施策の推進を図ることを

求めます。 

 （１３）その他委員会の所管に関する事項 

 随意契約などの小規模工事の執行に当たっては、今後も町内産業の振興にも考慮しなが

ら公平で公正な執行を望みます。 

 以上をもって、産業建設常任委員会所管事務調査結果報告とさせていただきます。 

〇議長（須河 徹君） 以上をもって、所管事務調査結果報告を終了いたします。 

 

    ◎散会の宣告 

○議長（須河 徹君） 以上で本日の日程は全部終了いたしました。 

 本日はこれにて散会いたします。 

 ご苦労さまでした。 

 １１日から一般質問を行います。午前９時３０分から開会いたしますので、ご参集よろ

しくお願いいたします。 

 

 

散会 午後 ３時１３分 


